
 

 

 

 

 

北九州市障害者計画 
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第３章 北九州市障害者計画の概要 

１ 計画の基本理念 

（１）基本的な考え方 

障害者基本法第１条に規定されているように、障害者施策は、全ての国民が、障害

の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重さ

れるという理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられること

なく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指して講じられ

る必要があります。 

 

本計画では、このような社会の実現に向け、障害のある人を、必要な支援を受けな

がら、自らの決定に基づき社会のあらゆる活動に参加する主体としてとらえ、障害の

ある人が自らの能力を最大限発揮し自己実現できるよう支援するとともに、障害のあ

る人の活動を制限し、社会への参加を制約している社会的な障壁を除去するため、本

市が取り組むべき障害者施策の基本的な方向を定めます。 

 

また、障害のある人を、必要な支援を受けながら自らの決定に基づき社会のあらゆ

る活動に参加する主体としてとらえた上で、障害者基本法の各基本原則にのっとり、

当該理念の実現に向けた障害のある人の自立及び社会参加の支援等のための施策を

総合的かつ計画的に実施します。 
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（２）国の障害者基本計画（第４次）のポイント 

 国では、障害者基本法に基づき、平成３０年度から３４年度を計画期間とする障害

者基本計画（第４次）を策定しています。 

国の障害者基本計画（第４次）では、障害者基本法の目的の達成はもちろんのこと、

次に掲げる社会の実現にも寄与することが期待されているとし、目指すべき社会の姿

を常に念頭に置くとともに、その実現に向けた観点から不断に取組を進めていくこと

が重要であるとしています。 

 

○ 「一人ひとりの命の重さは障害の有無によって少しも変わることはない」という

当たり前の価値観を国民全体で共有できる共生社会 

○ 2020 年東京オリンピック・パラリンピック（2020 年東京オリンピック・パ

ラリンピック競技大会をいう。以下同じ。）において、成熟社会における我が国

の先進的な取組を世界に示し、世界の範となるべく、女性も男性も、お年寄りも

若者も、一度失敗を経験した方も、障害や難病のある方も、家庭で、職場で、地

域で、あらゆる場で、誰もが活躍できる社会 

○ 障害者施策が国民の安全や社会経済の進歩につながる社会 

 

本市計画においても、国の障害者基本計画（第４次）の基本的な考え方や新たな施

策を反映し、障害福祉施策を進めます。 
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（３）基本理念 

全ての障害のある人が、障害のない人と平等に、基本的人権を享有する個人として、

その尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを

前提としつつ、障害者施策を実施することとして、基本理念を定めます。 

 

 

 

 障害の有無にかかわらず、すべての市民が、 

 互いの人格や個性を尊重し合いながら、 

 安心していきいきと暮らすことのできる 

 共生のまちづくり 

   ～ 障害があっても一人の市民として、 

自分らしく生活できる地域社会の現実 ～ 
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２ すべての施策に共通する横断的視点 

（１）当事者本位の総合的な支援 

（生涯を通じた切れ目のない支援） 

 障害のある人の尊厳、自律及び自立の尊重を目指す障害者権利条約の趣旨を踏まえ、

障害のある人が各ライフステージを通じて適切な支援を受けられるよう、教育、文化

芸術・スポーツ、福祉、医療、雇用等の各分野の有機的な連携の下、施策を総合的に

展開し、切れ目のない支援を行います。 

支援にあたっては、障害者基本法第２条の障害者の定義を踏まえ、障害者施策が、

障害のある人が日常生活又は社会生活で直面する困難に着目して講じられる必要が

あること、障害のある人の支援は障害のある人が直面するその時々の困難の解消だけ

に着目するのではなく、障害のある人の自立と社会参加の支援という観点に立って行

われる必要があること、障害のある人の家族をはじめとする関係者の支援も重要であ

ることに留意します。 

また、複数の分野にまたがる課題については、各分野の枠のみにとらわれることな

く、関係する機関、制度等の必要な連携を図ることを通じて総合的かつ横断的に対応

していきます。 

 

（２）障害特性などに配慮したきめ細かい支援 

（一人ひとりに応じた個別的な支援） 

障害のある人一人ひとりの固有の尊厳を重視する障害者権利条約の理念を踏まえ、

障害者施策は、障害特性、障害の状態、生活実態等に応じた障害のある人の個別的な

支援の必要性を踏まえて策定及び実施します。 

その際、外見からは分かりにくい障害が持つ特有の事情を考慮するとともに、状態

が変動する障害は、症状が多様化しがちであり、一般に、障害の程度を適切に把握す

ることが難しい点に留意する必要があります。 

また、発達障害、難病、高次脳機能障害、盲ろう、重症心身障害その他の重複障害

等について、社会全体の更なる理解の促進に向けた広報・啓発活動を行うとともに、

施策の充実を図ります。 

 

障害に加えて年齢や性別等により、複合的に困難な状況に置かれた障害のある人に

対するよりきめ細かい配慮が求められていることを踏まえて障害者施策を策定し、及

び実施する必要があります。 

例えば、障害のある子どもは、成人の障害のある人とは異なる支援を行う必要性が

あることに留意する必要があります。また、障害のある高齢者に係る施策については、

高齢者施策との整合性に留意して実施していく必要があります。さらに、障害のある

女性は、障害に加えて女性であることにより、更に複合的に困難な状況に置かれてい

る場合があることから、こうした点も念頭において障害者施策を策定し、実施するこ

とが重要です。 
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（３）計画的かつ実効性のある取り組みの推進 

障害者施策を一体的に推進し、総合的な企画立案及び横断的な調整を確保するため、

各課相互間の緊密な連携・協力を図ります。 

各分野において障害者施策の一義的な責任を負うこととなる各業務所管課は、本計

画に掲げるそれぞれの分野における具体的な施策を、他の分野の施策との連携の下、

総合的に実施します。 

 

各業務所管課は、障害のある人やその家族を始めとする関係者の意見を聴きつつ、

本計画に基づく取組の計画的な実施に努めます。また、障害者施策を適切に講ずるた

め、障害のある人の状況や障害者施策等に関する情報・データの収集・分析を行うと

ともに、障害のある人の性別、年齢、障害種別等の観点に留意しつつ、その充実を図

ります。 

また、効果的かつ効率的に施策を推進する観点から、高齢者施策、医療関係施策、

子ども・子育て関係施策、男女共同参画施策等、障害者施策に関係する他の施策・計

画等との整合性を確保し、総合的な施策の展開を図ります。 

 

市の付属機関である北九州市障害者施策推進協議会は、障害者基本法に基づき、市

全体の見地から本計画の実施状況及びその効果を把握・評価し、市の取組を監視しま

す。 

 さらに、障害のある方の自立と社会参加に関する取組を社会全体で進めるため、市

における様々な活動の実施に当たっては、障害者団体、障害福祉関係団体、地域福祉

団体等の協力を得るように努めます。 
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３ 計画の基本目標 

 

 

 

 

 

障害のある人の日々の暮らしを支えるために、必要なサービスを適切に提

供する仕組みと利用しやすい相談体制の充実を図るとともに、地域全体で生

活を支える体制づくりに取り組みます。 

これにより、障害のある人が望む住み慣れた地域で、生涯を通じて、安心

して暮らすことのできる社会を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

障害のある人が、障害の特性を踏まえた教育や適性に応じてその能力を発

揮できる就労、スポーツ・文化などの余暇活動などを通じて、自立や社会参

加を推進する施策に取り組みます。 

これにより、障害のある人が、社会を構成する一員として、自分らしくい

きいきと暮らしていく社会を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

障害のある人の活動を制限し、社会への参加を制約している社会的な障壁

を取り除くために、障害に配慮したまちづくりや情報提供の充実に取り組む

とともに、市民が障害や障害のある人について正しく理解できるよう広報や

啓発に努めます。 

これにより、障害のある人とない人が、相互に人格と個性を尊重し合いな

がら共に暮らしていく社会を目指します。 

 

 

  

基本目標 Ⅰ 安心して暮らすための支援体制の整備 

基本目標 Ⅱ 豊かな社会生活と自立の支援 

基本目標 Ⅲ 人権の尊重と共生社会の実現 
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４ 計画の体系 

 

【基本理念】  【横断的視点】  【基本目標】   【 分 野 】 

        

障
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、
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の
市
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て
、
自
分
ら
し
く
生
活
で
き
る
地
域
社
会
の
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現
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１．生活の支援 

（障害福祉サービスの充実） 

    

    
  

○ 

計
画
的
か
つ
実
効
性
の
あ
る
取
り
組
み
の
推
進 

 

○ 

障
害
特
性
に
配
慮
し
た
き
め
細
か
い
支
援
（
一
人
ひ
と
り
に
応
じ
た
個
別
的
な
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○ 

当
事
者
本
位
の
総
合
的
な
支
援
（
生
涯
を
通
じ
た
切
れ
目
の
な
い
支
援
） 

 
基本目標Ⅰ 

安心して暮

らすための

支援体制の

整備 

  
    
    

         

２．保健・医療の推進 
 

    

 
         

３．地域包括ケアシステムの構築 

（地域生活支援、相談体制の充実） 

    

     
     
     
     

           

４．教育の振興 

（インクルーシブ教育システムの推進） 

     
     

  
基本目標Ⅱ 

豊かな社会

生活と自立

の支援 

  
    

    
         

５．就労の支援、雇用の促進 

及び経済的支援の推進 

    

    

    
         ６．文化芸術活動・ 

スポーツ等の振興 
    
     

     
     

           ７．生活環境の整備 

（障害のある人に配慮したまちづくり） 
     
     

     
     

           ８．情報アクセシビリティの向上 

（意思疎通支援の充実） 
     

  

基本目標Ⅲ 

人権の尊重

と共生社会

の実現 

  
    
    

         ９．安全・安心の実現 

（防災・防犯、消費者保護） 

 

    
    

    
    

         10．差別の解消、権利擁護の 

推進及び虐待の防止 
    

    
    

      
             11．広報・啓発の推進 

（障害のある人に対する理解の促進） 
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第４章 具体的な取り組み 

１ 基本目標と施策の分野 

【基本目標 Ⅰ 安心して暮らすための支援体制の整備 】 

分野１ 生活の支援（障害福祉サービスの充実） 

（１）意思決定支援の推進 

（２）障害福祉サービスの質の向上等 

（３）障害のある子どもに対する支援の充実 

（４）福祉用具等の普及促進 

 

分野２ 保健・医療の推進 

（１）精神保健・医療の適切な提供等 

（２）保健・医療の充実等 

（３）保健・医療を支える人材の育成・確保 

（４）難病に関する保健・医療施策の推進 

（５）障害の原因となる疾病等の予防・早期発見 

 

分野３ 地域包括ケアシステムの構築（地域生活支援、相談体制の充実） 

（１）地域移行支援・地域生活支援の充実 

（２）相談支援体制の充実 

（３）地域福祉の充実 

（４）障害福祉を支える人材の育成・支援 

 

【基本目標 Ⅱ 豊かな社会生活と自立の支援 】 

分野４ 教育の振興（インクルーシブ教育システムの推進） 

（１）インクルーシブ教育システムの推進 

（２）教育環境の整備 

（３）高等教育における支援の推進 

（４）就学前から学齢期・卒業後までの切れ目のない支援 

 

分野５ 就労の支援、雇用の促進及び経済的支援の推進 

（１）総合的な就労支援 

（２）障害者雇用の促進 

（３）障害特性に応じた就労支援 

（４）福祉的就労の底上げ 

（５）経済的支援の推進 
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分野６ 文化芸術活動・スポーツ等の振興 

（１）文化芸術活動、余暇・レクリエーション活動の充実に向けた社会環境の  

整備 

（２）スポーツに親しめる社会環境の整備 

（３）多様な生涯学習の充実 

 

【基本目標 Ⅲ 人権の尊重と共生社会の実現 】 

分野７ 生活環境の整備（障害のある人に配慮したまちづくり） 

（１）住まい・住環境の整備 

（２）移動しやすい環境の整備等 

（３）アクセシビリティに配慮した施設等の普及促進 

（４）障害のある人に配慮したまちづくりの総合的な推進 

 

分野８ 情報アクセシビリティの向上（意思疎通支援の充実） 

（１）障害のある人に配慮した情報提供の充実等 

（２）意思疎通支援の充実 

（３）行政情報のアクセシビリティの向上 

 

分野９ 安全・安心の実現（防災・防犯、消費者保護） 

（１）防災対策の推進 

（２）防犯対策の推進 

（３）消費者トラブルの防止及び被害からの保護 

 

分野１０ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

（１）障害を理由とする差別の解消の推進 

（２）権利擁護の推進、虐待の防止 

（３）行政等における配慮の充実 

 

分野１１ 広報・啓発の推進（障害のある人に対する理解の促進） 

（１）広報・啓発活動の推進 

（２）障害及び障害のある人に対する理解の促進 

（３）ボランティア活動等の推進 
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２ 基本的な施策 

【基本目標Ⅰ 安心して暮らすための支援体制の整備 】 

分野１ 生活の支援（障害福祉サービスの充実） 

 

１．現状と課題 

〔 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績 〕 

（１）サービス等利用計画の適切な実施 

障害福祉サービス支給決定プロセスの見直しと共に、サービス等利用計画作成

等の取り組みを推進しました。 

窓口職員に対する専門研修による人材育成とともに、各専門相談窓口との連

携・協働を推進し、相談支援事業者や職員の資質の向上を図りました。 

（２）障害福祉サービスの提供等 

サービスの選択肢を増やし、障害のある人自らの選択による、適切なサービス

を利用できるように、サービスの量やサービスの質の確保に努めました。 

（３）医療機関、障害児施設、保育所等の連携による支援 

各種検診など、早期発見の仕組みを推進するとともに、関係者が専門機関等と

緊密な連携を図りながら継続的な療養支援が得られるように支援しました。 

子どもの状態や家庭の状況に応じた障害のある子どもの支援体制を整備する

とともに、専門スタッフを保育所等へ派遣するなど支援機能の充実を図りました。 

〔 次期計画に向けた課題 〕 

○ 個々の障害のある人のニーズ及び実態に応じて、利用者本位の考え方に立ち、

個人の多様なニーズに対応する支援を提供できる体制の整備が必要です。 

○ 障害福祉サービスの利用者の範囲拡大に伴い、障害の特性や個々人の状況に

即したサービスの提供が求められています。 

○ 特に障害のある子どもの支援については、障害の種類・程度等に応じて、障

害のある子ども一人ひとりのニーズに対応したきめ細かな支援を行う必要が

あることから、教育、福祉、医療等の関係機関と連携を図った上で、障害の

ある子どもとその家族に対して、一貫した効果的な支援を身近な場所で提供

できる体制の構築を図ることが必要です。 

○ 障害のある人の日常生活の利便性を高め、介護者の負担の軽減を図るため、

福祉用具の情報提供に努めることが必要です。 
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２．基本的な考え方 

障害のある人及び障害のある子どもが基本的人権を享有する個人

としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、障害福祉サービス等の充実を図ります。 

 

 

 

３．施策の方向性 

（１）意思決定支援の推進 

（２）障害福祉サービスの質の向上等 

（３）障害のある子どもに対する支援の充実 

（４）福祉用具等の普及促進 
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４．基本的な施策 

（１）意思決定支援の推進 

障害のある人や障害のある子どもの意思・意向が尊重されたうえで、地域社会にお

いて日常生活又は社会生活を営むことができるような支援と障害福祉サービス等の

支給決定等の取り組みを進めます。 

 

1-(1)-1 意思決定が反映されたサービス等利用計画の作成促進 

障害のある人が、日常生活や社会生活に関して自らの意思が反映された生活を送る

ことができるように、可能な限り障害のある人自らの意思決定が反映されたサービス

等利用計画案の作成を促進するとともに、当事者の支援の必要性に応じた適切な支給

決定の実施に向けた取り組みを進めます。 

 

1-(1)-2 障害福祉サービス等提供時の合理的配慮の提供促進 

障害福祉サービス等の提供にあたり、障害のある人が自信を持って自らの意思を示

し、主体的に意思決定を行うことができるよう、障害福祉サービス等の内容に関する

理解の手がかりとなる視覚的支援を行うなど、障害福祉サービス事業者等による合理

的配慮の提供を促進します。 

 

1-(1)-3 意思決定支援の普及と質の向上 

障害福祉サービス等における意思決定支援の質の向上を図るため、国が作成した

「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」を活用し、障害福祉

サービス事業者や成年後見の担い手等を対象とした研修を行います。 

併せて、日常生活及び社会生活における意思決定支援の普及を図るため、当事者・

家族をはじめ関係団体、関係機関、行政等が連携しながら、地域社会における意思決

定支援のあり方について検討を進めます。 

 

1-(1)-4 成年後見制度の適正利用の促進 

 知的障害や精神障害、発達障害により判断能力が不十分な人による成年後見制度の

適正な利用を促進するため、必要な経費について助成を行うとともに、後見等の業務

を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図るための研修を行います。 

  



39 

（２）障害福祉サービスの質の向上等 

障害程度の重度化、障害の重複化、障害のある人の高齢化並びに障害特性の多様化

が進むなか、障害のある人の多様化・高度化するニーズに対応できる質の高いきめ細

かな福祉・介護サービスの提供を目指します。 

 

1-(2)-1 障害の特性に配慮した障害福祉サービスの適切な提供の推進 

障害のある人が、基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい自立した日

常生活及び社会生活を営むことができるよう、多様化するニーズ等に対して、在宅の

障害のある人に対する日常生活又は社会生活を営む上での、居宅介護、重度訪問介護、

同行援護、行動援護等の支援を行うとともに、短期入所及び日中活動の場の確保等に

より、在宅サービスの量的・質的充実を図るなど、障害の特性（病状の変化や生活の

状態等）に配慮した適切な障害福祉サービスの提供を推進します。 

 

1-(2)-2 障害福祉サービス事業所の指導と従事者の資質向上 

障害福祉サービス等の提供において、関係法令を遵守し、適切なサービスが提供さ

れるよう、集団指導や実地指導を通じて、障害福祉サービス事業者等を指導します。 

また、障害福祉サービス等の質の向上に向けて、従事者等の資質向上を図るための

研修等を実施します。 

 

1-(2)-3 障害福祉サービス事業所等の従事者の処遇改善等 

障害福祉サービス事業所等の従事者が安心して働き続けることができるよう、事業

者等に対して、従事者の処遇改善や職場環境の改善に向けた取り組みを促し、従事者

の早期離職防止・定着を図ります。 

 

1-(2)-4 障害福祉サービス事業所等による障害福祉サービス等の質の向上 

障害福祉サービス等の質の向上に向けて、障害福祉サービス事業者が利用者等から

の苦情解決に適切に取り組むよう指導します。 

また、障害福祉サービス事業者の第三者評価の受審及び評価結果の公表の促進等に

努めます。 

 さらに、障害福祉サービス等情報公表制度の活用により、障害福祉サービス等を利

用する障害のある人等が個々のニーズに応じて良質なサービスを選択できるように

するとともに、事業者によるサービスの質の向上を図ります。 
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（３）障害のある子どもに対する支援の充実 

子どもが健やかに成長するための支援の実現をめざし、障害のある子ども及びその

家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提供

できる体制の構築を図ります。 

 

1-(3)-1 障害のある子どもとその家族への一貫した支援の推進 

障害のある子どもの発達を支援する観点から、保健・医療・障害福祉・教育・雇用

等の関係機関が連携し、障害のある子ども及びその家族に対して、乳幼児期から成人

後まで一貫した効果的な支援を地域の身近な場所で提供する体制の構築を図ります。 

 

1-(3)-2 障害の特性に応じた適切な保育等の資質向上 

障害児通所施設や保育所、幼稚園、放課後児童クラブ、その他関係機関等において、

障害の特性に応じた適切な保育等が行われるよう、専門的、体系的な研修を実施する

とともに、市立総合療育センター等の専門施設による体制の充実や専門職種を中心と

した巡回カウンセラー等の派遣等を行い、職員等の資質向上を図ります。 

また、関係機関相互の連携を促進するなど、運営体制の充実に努めます。 

 

1-(3)-3 障害のある子どもの保育等の利用推進 

障害のある子どもの福祉の向上と、保護者の子育てを支援するため、身近な地域に

おいて、子ども・子育て支援法に基づく給付その他の支援を可能な限り講じます。 

また、保育を必要とする集団保育が可能な障害のある子どもについて、保育所等で

の受け入れを行うなど、障害のある子どもが同法に基づく保育等を円滑に利用できる

ようにするために必要な支援を行います。 

 

1-(3)-4 児童発達支援等の支援体制の充実 

障害のある子どもに対して、児童福祉法に基づく児童発達支援等のサービスを提供

するとともに、居宅介護、短期入所（ショートステイ）、日中一時支援等の障害福祉

サービスを提供し、障害のある子どもが身近な地域で必要な支援を受けられる体制の

充実を図ります。 

また、障害のある子どもの発達段階や支援の必要性に応じて、児童発達支援、放課

後等デイサービス及び保育所等訪問支援による適切な支援を提供します。併せて、障

害のある子どもが安心して地域における様々な活動等に参加できるよう、支援を行う

上での課題やその解決方法について検討します。 

 

1-(3)-5 在宅重症心身障害児の支援の充実 

障害のある子どもについて、情報提供や相談支援等により家族やその家庭生活を支

援するとともに、在宅で生活する重症心身障害児（者）について、短期入所や居宅介

護、児童発達支援等の障害福祉サービス等により、在宅生活の支援の充実を図ります。 
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1-(3)-6 家族への支援体制の充実 

心身の発達が気になる子どもの子育てに悩みを持つ保護者に対し、子育て支援に関

する必要な情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に対して適切なサービス提供

に結びつけるなど、地域の中で子どもが健やかに育成できる環境整備を図ります。 

また、障害のある子どもを育てる家族の負担を軽減し、安心して子育てできるよう、

保護者やきょうだい児に対する相談支援の充実を図ると共に、一時的休息（レスパイ

ト）として、短期入所（ショートステイ）や日中一時支援等を実施します。 

 

 

 

（４）福祉用具等の普及促進 

障害のある人のより一層の社会参加を推進するため、福祉用具等の情報提供に努め

るとともに、その役割などに関する広報啓発に努めます。 

 

1-(4)-1 日常生活用具の給付等と普及促進 

補装具の購入、借受け又は修理に要する費用の一部に対する公費の支給、日常生活

用具の給付・貸与を行います。 

また、福祉用具プラザなどにおける福祉用具の展示や相談を通じて、福祉用具に関

する情報提供等を行うとともに、その普及を促進します。 

 

1-(4)-2 身体障害者補助犬の理解促進 

市民や企業等に対し、身体障害者補助犬への関心や、理解を深める取り組みを推進

します。また、身体障害者補助犬の受け入れについて、補助犬利用者や受け入れ側か

らの相談に的確に対応していきます。 
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分野２ 保健・医療の推進 

 

１．現状と課題 

〔 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績 〕 

（１）専門的な保健、医療による支援 

専門機関としての総合保健福祉センターの機能を強化するとともに、障害のある

人が各種の専門的な支援を有効的かつ効果的に受けられる体制づくりを目指しま

した。 

（２）発達障害のある人、難病の人等に対する支援 

保健、医療、福祉などの関係機関が連携し、乳幼児期から成人期までの一貫した

支援を実施しました。専門的な研修等を開催し、サービス提供者などの技術の向上

に努めました。 

〔 次期計画に向けた課題 〕 

○ 精神障害のある人の地域移行が促進されるよう保健・医療・福祉施策の一層

の推進が求められています。 

○ 高齢化が進む中、障害の重度化・重複化の予防及びその対応が求められてお

り、健康の保持、障害の原因となる疾病等の予防と早期発見のため、保健・

医療の提供体制の整備を図る必要があります。 

○ 難病患者について、医療体制とともに、障害福祉サービス等の支援体制を充

実させることが必要です。 

○ 障害の原因となる疾病等の適切な予防及び早期発見・治療の推進を図ること

が必要です。 
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２．基本的な考え方 

障害のある人が身近な地域において、保健・医療サービス、リハビ

リテーション等を受けることができるよう、提供体制の充実を図りま

す。 

特に、医療的ケアを必要とする障害のある人や、難病患者に関する

施策を推進します。 

 

 

 

３．施策の方向性 

（１）精神保健・医療の適切な提供等 

（２）保健・医療の充実等 

（３）保健・医療を支える人材の育成・確保 

（４）難病に関する保健・医療施策の推進 

（５）障害の原因となる疾病等の予防・早期発見 
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４．基本的な施策 

（１）精神保健・医療の適切な提供等 

社会が複雑化し、価値観や人間関係等が急激に変化する中、年々増加するうつ病な

どのストレス性疾患等に対応するため、こころの健康の推進に努めます。 

 

2-(1)-1 市民のこころの健康づくり 

学校、職域及び地域における精神保健相談の充実等、市民のこころの健康づくりを

推進します。 

 

2-(1)-2 精神科医療体制の充実 

精神科医療機関とその他の医療機関や精神保健行政機関との連携を促進し、地域に

おける適切な精神医療提供体制の充実や相談機能の向上を推進します。 

また、精神疾患の急発・急変により速やかな医療を必要とする人を医療機関へ繋ぎ、

迅速かつ適切な医療を提供するため、精神科救急医療体制の充実を図ります。 

 

2-(1)-3 精神疾患の予防と早期発見・早期対応 

精神疾患の予防と早期発見・早期対応を行うとともに、うつやアルコール等依存症

の問題等に取り組み、その重症化を防ぎ、自殺に傾く人を減らす対策を行います。 

 

2-(1)-4 精神障害のある人を支える人材の育成 

精神障害のある人の地域移行の取り組み等を担う保健師、精神保健福祉士、公認心

理師等について、人材の育成や連携体制の構築等を図ります。 

 

2-(1)-5 精神医療審査会等の適正な運営 

精神医療における人権の確保を図るため、精神保健福祉法の趣旨に即して、精神医

療審査会等の適切な運営に努めます。 

 

2-(1)-6 精神障害者支援地域協議会の開催 

地域の精神科医療機関の役割分担や連携、関係機関間の情報の共有等を検討するた

め精神障害者支援地域協議会を開催します。  



45 

（２）保健・医療の充実等 

高齢化が進む中、障害の重度化・重複化の予防及びその対応に努めます。 

 

2-(2)-1 地域のかかりつけ医などの普及 

様々な障害について、高齢化等による障害の重度化・重複化の予防及びその対応に

留意するとともに、障害のある人が身近な地域の医療機関を円滑に利用できるよう、

医師会、歯科医師会、薬剤師会の協力を得て、地域にかかりつけ医、かかりつけ歯科

医、かかりつけ薬剤師（薬局）を持つことを促進します。 

 

2-(2)-2 市立総合療育センターとかかりつけ医の連携推進 

障害児療育の拠点である市立総合療育センターの機能充実を図るとともに、市立総

合療育センターとかかりつけ医の役割分担・情報共有の仕組みづくりを進めます。 

 

2-(2)-3 医療ケアが必要な子どもの支援の推進 

医療的ケアが必要な子どもが適切な支援を受けられるように、保健・医療・障害福

祉・保育等の関係機関が連携を図るための取り組みを推進します。 

また、医療的ケアが必要な子どもを受け入れる社会資源の確保に努めます。 

 

2-(2)-4 口腔の健康の保持と増進 

障害のある人の歯科検診、歯科治療受診の利便性の向上のため、北九州市口腔保健

推進会議での意見等を参考に、市歯科医師会や市立総合療育センター歯科等関係機関

と連携し、口腔の健康の保持・増進を図る取り組みの検討を進めます。 

 

2-(2)-5 医療費助成の普及 

障害の重度化を抑制するとともに、経済的負担を軽減するため、自立した日常生活

又は社会生活を営むうえで必要な医療について、自立支援医療(育成医療、更生医療、

精神通院医療)、重度障害者医療、特定医療（指定難病）等の医療費の助成を行いま

す。 

また、対象となる市民が制度を円滑に利用できるよう、患者団体や医療機関に対し、

制度の普及に努めるとともに、市政だよりやウェブサイト等により広く周知を図りま

す。 
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（３）保健・医療を支える人材の育成・確保 

保健・医療に従事する人材の育成・確保と共に、障害や障害のある人に関する正し

い知識の普及を図る等、資質の向上に努めます。 

 

2-(3)-1 保健・医療を支える職員の資質向上 

市民の健康相談等を行う保健所、区役所等の職員の資質の向上を図るとともに、障

害のある人にとって必要な福祉サービス等の情報提供が速やかに行われるよう保

健・医療・障害福祉事業従事者間の連携を図ります。 

 

2-(3)-2 医療従事者に対する障害と障害のある人や子どもの専門的知識の普及 

障害のある人や子どもの保健・医療を支える医師や保健師、看護師等に対して、障

害に係る専門的な知識や障害福祉の制度等の知識の周知を図ります。 

また、医療機関において障害のある子どもに対応する方法、円滑な診療を妨げる行

為が生じた場合の対処方法等の研修の充実を図ります。 

 

2-(3)-3 保健・医療等関係者の地域ネットワークづくりや人材育成 

障害のある人や高齢者等が、住み慣れた地域で、安全にいきいきとした生活を送るこ

とができるよう、保健・医療・福祉・介護の関係者のネットワークづくりや人材育成、

地域リハビリテーションの推進等に取り組みます。 

 

 

 

（４）難病に関する保健・医療施策の推進 

難病患者の在宅療養上の適切な支援を行うとともに、安定した療養生活に資する取

り組みを進めます。 

 

2-(4)-1 難病患者の医療費助成等 

難病に関する医療の普及を図るとともに、難病患者の医療費の負担軽減を図るため、

医療費助成を行います。 

また、小児慢性特定疾病児童等についても、その疾病にかかっている児童等の家族

の医療費の負担軽減を図るため、医療費助成を行います。  

 

2-(4)-2 難病患者等の在宅療養の支援推進 

難病患者等に対し、総合的な相談や支援を行うとともに、在宅療養上の適切な支援

を行うことにより、安定した療養生活の確保と難病患者等及びその家族の生活の質の

向上を図ります。 
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（５）障害の原因となる疾病等の予防・早期発見 

治療を必要とする子どもの早期発見につなげる取り組みを進めるなど、障害の原因

となる疾病等の適切な予防及び早期発見や健康保持・増進の推進を図ります。 

 

2-(5)-1 各種健康診断の普及と関係機関の連携推進 

妊婦健診、乳幼児健診、保健指導の適切な実施、周産期医療・小児医療体制の充実

等を図るとともに、これらの機会の活用により、疾病等の早期発見及び治療、早期療

養を図ります。 

また、障害の早期発見と早期療育を図るため、療育に知見と経験を有する医療・障

害福祉の各関係機関が緊密な連携を取り、適切な支援を行います。 

 

2-(5)-2 周産期医療体制の充実 

周産期医療対策においては、ハイリスク母体・胎児及び新生児等にわたる課題に対

応するため、妊娠、出産から新生児に至る総合的な周産期医療体制の充実を図ります。 

 

2-(5)-3 地域・在宅での医療の提供体制の充実 

疾患、外傷等に対して適切な治療を行うため、専門医療機関、身近な地域における

医療機関及び在宅での医療の提供体制の充実を図るとともに、関係機関の連携を促進

します。 

 

2-(5)-4 北九州市健康づくり推進プランの普及 

生活習慣病の早期発見、発症予防と重症化予防について、「北九州市健康づくり推

進プラン」等に基づき推進します。 
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分野３．地域包括ケアシステムの構築 

（地域生活支援、相談体制の充実） 

 

１．現状と課題 

〔 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績 〕 

（１）基幹相談支援センターを中心とした相談体制の確立 

基幹相談支援センターを整備し、各区役所、専門相談窓口、サービス事業所など

と連携、協働を図り、分かりやすい相談体制の確立や様々な相談に対応できる仕組

みづくりに努めました。 

各種専門相談窓口が連携・協働し、適切な支援を行う仕組みを構築するとともに、

北九州市障害者自立支援協議会の会議などを通じて、関係機関が共同し問題解決に

取り組みを構築しました。 

かかりつけ医や身体・知的障害者相談員、ピアカウンセラーなどが、障害のある

人との日頃の関わりの中で相談を受けるとともに、基幹相談支援センターと連携を

図るなど、きめ細かな支援ができる体制の構築に取り組みました。 

（２）施設から地域生活への仕組みづくり 

障害のある人やその家族を尊重し十分な配慮をしながら、行政、民間、地域によ

る退所・退院の促進に向けたシステムづくりを行いました。 

グループホーム・福祉ホーム等の整備を支援するとともに、障害福祉施設の再整

備などを行いました。 

（３）精神障害のある人への地域生活の支援 

こころの健康に関する相談に応じ、地域生活をコーディネートする人材の育成や

関係機関との連携促進を図りました。 

（４）触法障害者への支援 

触法障害者が安心して地域に定着できるよう支援しました。 

〔 次期計画に向けた課題 〕 

○ 障害のある人が、住みなれた地域で自立に向けた生活を営むことができるよ

う、個人の多様なニーズに対応する支援を提供できる生活支援体制を整備す

る必要があります。 

○ 障害のある人や家族が地域で安心して暮らせるよう、障害や日常生活上の悩

み、不安等について、相談できる体制の構築が必要です。 

○ 障害のある人が社会の構成員として地域で共に生活することができるように
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するとともに、その生活の質的向上が図られるよう更なる地域福祉の充実を

図ることが必要です。 

○ 障害のある人の生活を支える保健、医療、福祉等の専門知識を深めることは

もとより、障害や障害の特性などについても知識を広げるなど、社会福祉従

事者等の資質の向上を図ることが必要です。 

 

２．基本的な考え方 

障害のある人が、自らが望む場所において日常生活又は社会生活を

営むために必要な支援を受けて、安心して暮らすことのできる地域社

会の実現を目指します。 

 

 

 

３．施策の方向性 

（１）地域移行支援・地域生活支援の充実 

（２）相談支援体制の充実 

（３）地域福祉の充実 

（４）障害福祉を支える人材の育成・支援 
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４．基本的な施策 

（１）地域移行支援・地域生活支援の充実 

障害のある人が住みなれた地域で自立に向けた生活を営むことができるよう、個人

の多様なニーズに対応する地域生活の支援を推進します。 

また、精神障害のある人について、入院医療中心から地域生活中心に地域移行が促

進されるような施策に取り組むとともに、ひきこもりの状態にある当事者と家族への

支援など、在宅生活を送る精神障害のある人に対する支援を推進します。 

 

3-(1)-1 在宅生活を支える障害福祉サービスの充実 

障害のある人の在宅生活を支える障害福祉サービスについて充実を図るとともに、

地域生活を支えるための多職種のチームが連携する支援をはじめ、障害のある人の地

域における生活の場のひとつであるグループホーム等に対する支援を行うことによ

り、障害福祉サービスの継続的な利用を促進します。 

 

3-(1)-2 障害の重度化・重複化、障害のある人の高齢化への対応 

障害の重度化・重複化、障害のある人の高齢化に対応する地域における居住の支援

や障害福祉サービスの提供、専門的ケア及び強度行動障害のある人等への適切な支援

を推進するとともに、長時間サービスを必要とする重度訪問介護利用者等に対して、

適切な支給決定を行います。 

 

3-(1)-3 地域での生活を支える地域相談支援の充実 

障害のある人の地域生活への移行や地域で生活する障害のある人を支える地域相

談支援（地域移行支援・地域定着支援）を提供するための体制の整備を図ります。 

 

3-(1)-4 地域生活支援拠点の整備 

障害の重度化や障害のある人の高齢化、「親亡き後」を見据え、障害のある人やそ

の家族が地域で安心して生活できるよう、日頃から、身近なところで見守りや交流を

行うともに、緊急時にすぐに相談でき、必要に応じて緊急的な対応を図る体制として、

地域の社会資源を活用した地域生活支援拠点の整備に取り組みます。 

 

3-(1)-5 地域生活における活動支援の充実 

外出のための移動支援や地域活動支援センターの機能の充実等、社会参加や日常生

活における創作的活動や生産活動の機会を提供するとともに、地域の特性や利用者の

状況に応じた地域生活支援の充実を図ります。 

 

3-(1)-6 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害のある人が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることがで

きるよう、保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その

他の医療機関、障害福祉サービス事業者、行政等の重層的な連携を図ることで、精神
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障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指します。 

 

3-(1)-7 精神障害のある人の地域生活の支援体制の充実 

入院中の精神障害のある人の早期退院（入院期間の短縮）及び地域移行・地域定着

を推進するため、入院中からの交流・相談をはじめ、地域生活へ移行した後の日常生

活や通院治療のフォローアップ、こころの健康に関する相談対応など、障害のある人

が安心して地域で生活できる支援体制の充実を図ります。 

また、生活に不都合が生じた場合の施設の受け入れ等、関係機関が連携して支援す

る体制を構築します。 

 

3-(1)-8 精神障害のある人の在宅生活支援 

 在宅生活を送っている精神障害のある人が、安心して地域での生活が維持できるよ

う、多職種のチームによるアウトリーチ(訪問支援)をはじめ、地域生活の場であるグ

ループホームの設置や継続的な利用の促進など、在宅生活を支える障害福祉サービス

の充実を図ります。 

 

3-(1)-9 医療ケア等社会資源の整備促進 

人工呼吸器による呼吸管理を行っていること等により常時介護を必要とする障害

のある人が、自らが選択する地域で生活できるよう、日中及び夜間における医療的ケ

アを含む支援の質と量の充実を図るとともに、体調の変化等、必要に応じて一時的に

利用することができる社会資源の整備を促進します。 

また、常時介護を必要とする障害のある人等に対し必要な支援を適切に実施できる

よう、支援の在り方について検討を行います。 

 

3-(1)-10 障害福祉施設の整備 

 現在、指定管理者制度で運営されている市立障害福祉施設については、より柔軟か

つ安定的に運営サービスを提供するため、民間事業者による独立した運営が可能な施

設については、条件が整い次第、社会福祉法人への移譲も含めた再整備を進めます。 

  

3-(1)-11 触法障害者への支援 

 触法障害者の円滑な社会復帰を促進するため、司法関係者や地域生活定着支援セン

ター、保護観察所、協力事業主、障害福祉サービス事業者等の関係機関と連携の下、

必要な福祉サービス等を利用できるよう支援を行います。  
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（２）相談支援体制の充実 

障害のある人及びその家族が地域で安心して暮らせるよう、多職種が連携しながら

アウトリーチ(訪問支援)を含むきめ細かな相談支援に取り組み、障害や日常生活上の

悩み、不安等について相談できる体制の構築に努めます。 

 

3-(2)-1 相談支援体制の充実 

障害のある人が自らの決定に基づき、身近な地域で相談支援を受けることができる

よう、様々な障害種別、年齢、性別、状態等に対応し、総合的な相談支援を提供する

体制の整備を図ります。 

特に、障害者手帳の交付や各種の障害福祉サービス等の受付、支給決定等を行って

いる区役所高齢者・障害者相談コーナーについては、その機能を強化するために、窓

口職員に対する専門研修による人材育成を進めます。 

 

3-(2)-2 北九州市基幹相談支援センターの充実 

どこに相談してよいかわからないといった障害のある人のための「よろず相談窓口」

として、地域における障害者相談支援の中核的な役割を担う「北九州市基幹相談支援

センター」において、アウトリーチ（訪問支援）を含めたきめ細かな相談対応を行い、

障害のある人とその家族に寄り添った支援を進めます。 

 

3-(2)-3 各種相談機関の地域ネットワークの構築 

基幹相談支援センターと高齢者・障害者相談コーナーをはじめとする区役所の相談

窓口、相談支援事業者、各種専門機関、地域関係者は、互いに連携・協働し、様々な

相談に対応します。 

様々な相談機関が地域のネットワークを構築し、支援の必要な人にできるだけ早く

気付き、必要な支援へつなぐ体制づくりを進めることにより、障害のある人とその家

族を共に支える地域ネットワークの構築を図ります。 

 

 

3-(2)-4 北九州市障害者自立支援協議会の運営等の充実 

相談支援事業者の事業運営等の評価や具体的な困難事例に対する指導・助言、ネッ

トワークの構築を目的とした北九州市障害者自立支援協議会の運営等の充実を図り

ます。 

 

3-(2)-5 発達障害のある子どもや大人への支援 

発達障害のある子どもや大人への支援について、幼児期の「気づき」の段階から、

ライフステージに応じ一貫した支援体制の構築を図るため、行政の縦割りを超えた体

制づくりを進めます。 

併せて、市立総合療育センターや発達障害者支援センターを中心とした相談支援、

家族支援の強化等に取り組み、保健・医療・障害福祉等の協働による包括的な支援を

進めます。 
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3-(2)-6 難病患者やその家族の支援 

難病患者の療養上、日常生活上での悩みや不安等の解消を図るとともに、難病患者

の様々なニーズに対応したきめ細やかな相談や支援を通じて地域における難病患者

支援対策を推進するため、北九州市難病相談支援センターを拠点に、難病患者の相

談・支援を行います。 

また、難病患者やその家族が地域で安心して療養生活を送ることができるよう、患

者・家族会等の支援をはじめ、情報提供や啓発、医療相談会等の取り組みを実施しま

す。 

 

3-(2)-7 北九州市難病対策地域協議会の開催 

難病患者やその家族をはじめ、医療・福祉・就労等の関係機関、関係団体によって

構成する「北九州市難病対策地域協議会」を開催し、地域における難病患者支援の課

題を共有し、支援体制について協議を行います。 

 

3-(2)-8 高次脳機能障害のある人や若年性認知症の人に対する相談体制の充実 

高次脳機能障害のある人や若年性認知症の人に対し、各種障害福祉サービスや相談

窓口等についての情報を提供するとともに、家族に対する相談支援体制の充実を図り

ます。 

また、高次脳機能障害や若年性認知症について、行政や民間の相談窓口従事者等を

対象とした講演会や研修を充実し、資質の向上を図ります。 
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（３）地域福祉の充実 

障害のある人が社会の構成員として地域で共に生活することができるよう、地域福

祉のまちづくりに取り組みます。 

 

3-(3)-1 地域社会の仕組みづくり 

障害のある人が地域社会において自立した生活ができるように、一人ひとりが抱え

る課題を地域社会みんなで受け止め、地域の多様な専門性を生かして解決する仕組み

づくりを進めます。 

 

3-(3)-2 精神障害のある人の地域生活支援 

精神科医療機関・障害福祉サービス事業者・行政・関係機関等の協議の場を設け、

精神障害のある人の地域移行に関する目標を共有し、住まいの確保支援、家族支援等

の課題解決について検討します。 

 

3-(3)-3 精神障害のある人への地域住民による地域生活の支援 

精神障害のある人が地域移行した後、地域活動への参加や地域住民のネットワーク

による見守り等、精神障害のある人が地域で安心して生活を送ることができるよう、

地域住民に対する啓発活動を充実します。 

 

3-(3)-4 発達障害者支援地域協議会の開催 

発達障害のある人の支援体制に関する地域における課題について、関係者間で情報

を共有し、緊密な連携を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備について協議

を行うための発達障害者支援地域協議会を開催します。 

 

3-(3)-5 行動障害等のある人への支援 

行動障害等の悩みを抱えた人とその家族が地域で孤立することなく、安心して生活

できるよう、地域関係者や障害福祉関係者等による見守り、交流を進めると共に、専

門家等による家族支援の強化を図ります。 

併せて、障害福祉サービス事業所における受け入れを進めるため、サービス従事者

を対象に、行動障害への対応に係るスキルアップ研修等を行うとともに、幅広い関係

者に向けて、行動障害のある当事者と家族への支援についての啓発を行います。 
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（４）障害福祉を支える人材の育成・支援 

障害のある人の地域での生活を支える人材の育成と資質の向上を図りるとともに、

障害福祉を支える人を支援します。 

 

3-(4)-1 障害のある人を支援する人の支援 

「支援する人を支援する」という考えのもと、障害のある人を介護する家族に対す

る相談や情報提供、当事者同士の交流などの取り組みを充実します。併せて、家族介

護者の一時的休息（レスパイト）の観点から、短期入所（ショートステイ）等の利用

を進めることで、障害のある子どもが安心して地域における生活できるよう、家族の

支援を行います。 

 

3-(4)-2 精神障害のある人やその家族同士の分かち合い 

精神障害のある人やその家族が障害を受け入れていくことができるよう、精神疾患

やひきこもりへの理解を深め、同じ経験を持つ家族同士の分かち合いの場を提供する

など、情報交換し、悩みを共有しながら不安解消に向けた取り組みを進めます。 

 

3-(4)-3 ペアレントメンターの育成 

発達障害のある人の家族に対する心理的ケアと、家庭における子育ての支援を進め

るため、家族同士が子どもとの関わり方や悩みを気軽に情報交換できる場の充実を図

るとともに、家庭における行動面の問題等に対する専門的な支援を行います。 

また、発達障害のある子どもを育てた経験のある保護者が、同じような発達障害の

ある子どもを持つ保護者に寄り添い、相談を受けるペアレントメンターの養成等を強

化します。 

 

3-(4)-4 ピアカウンセリングやセルフヘルプ活動の支援 

障害のある人の生活の向上や、権利擁護にとって重要なピアカウンセリングやセル

フヘルプ活動を支援します。 

また、障害のある人やその家族によるボランティア活動に対する支援や障害のある

人を支える人材の育成が行えるよう環境整備に努めます。 
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【基本目標Ⅱ 豊かな社会生活と自立の支援 】 

分野４．教育の振興（インクルーシブ教育システムの推進） 

 

１．現状と課題 

〔 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績 〕 

（１）福祉・教育の連携による一貫した支援体制の整備 

インクルーシブ教育の理念を踏まえ、福祉・教育の連携による一貫した支援体

制の仕組みを構築し、ライフステージを通じた情報の共有化、重層的な支援に努

めました。 

子どもの状態や家庭の状況に応じた障害のある子どもの支援体制を整備する

とともに、専門スタッフを保育所等へ派遣するなど支援機能の充実を図りました。 

〔 次期計画に向けた課題 〕 

○ 教育的ニーズのある子どもが地域社会の一員として自立し、社会参加してい

くために、本人や保護者の思いにも十分に配慮した上で、一人ひとりの教育

的ニーズに応じた学校での指導・支援等を充実させ、様々なライフ・スキル

の習得につなげていくことが大切です。 

○ 障害の重度・重複化や多様化に柔軟に対応するための施設整備面の充実と、

教職員の専門性の向上に更に力を入れていく必要があります。 

○ 障害のある生徒の高等教育への就学を促進するとともに、就学前から卒業後

まで障害のある子どもへの養育やサポート体制に不安を感じる保護者等に寄

り添って支えていくための仕組みづくりが必要です。 
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２．基本的な考え方 

障害の有無によって分け隔てられることなく、誰もが相互に人格と

個性を尊重し合う共生社会の実現に向け、障害の有無にかかわらず、

可能な限り共に教育を受けることのできる仕組みを構築するととも

に、障害に対する理解を深めるための取り組みを推進します。 

また、障害のある人が社会においてその能力を発揮し、自己実現を

図ることができるよう、障害のある人が学校教育のみならず生涯にわ

たってその年齢、能力、障害の特性等を踏まえた教育を受けられるよ

うに取り組みます。 

 

 

 

３．施策の方向性 

（１）インクルーシブ教育システムの推進 

（２）教育環境の整備 

（３）高等教育における支援の推進 

（４）就学前から学齢期・卒業後までの切れ目のない支援 
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４．基本的な施策 

（１）インクルーシブ教育システムの推進 

合理的配慮を含む必要な支援を受けながら、障害のある子どもと他の子どもが、交

流や共同学習などを通じて、共に育ちあう取り組みを進めます。 

 

4-(1)-1 多様な学びの場の整備 

インクルーシブ教育の理念を踏まえ、障害の有無にかかわらず、子どもたちが同じ

場でともに学べるように努めるとともに、個別の教育的ニーズのある子どもたちに対

して、自立と社会参加を見据えて、その時点において教育的ニーズにもっとも的確に

応える指導を提供できるよう、小・中学校における通常の学級、通級による指導、特

別支援学級、特別支援学校といった連続性のある「多様な学びの場」を整備します。 

 

4-(1)-2 医療・保健・福祉等の関係機関との連携 

「北九州市特別支援教育推進プラン」に示すとおり、一人ひとりに着目した連続性

のある指導・支援の充実に向け、医療・保健・福祉等の関係機関との連携を図ります。 

また、それぞれの「学びの場」における指導・支援のあり方について教職員や保護

者に対し助言を行うことによって、より一層の特別支援教育の充実に努めます。 

 

4-(1)-3 障害のある子どもの就学先の決定 

障害のある子どもの就学先は、本人・保護者に対して十分に情報を提供するととも

に、子ども一人ひとりの障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、教

育学、医学、心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的

な観点から検討し、教育支援委員会と保護者が建設的対話による合意形成を図ったう

えで適切に決定します。 

また、障害のある子どもたちの発達の程度、適応の状況等に応じて、柔軟に「学び

の場」を変更できることについて、関係者への周知を図ります。 

 

4-(1)-4 障害のある子どもたちに対する合理的配慮の提供 

障害のある子どもたちに対する合理的配慮の提供にあたっては、情報保障やコミュ

ニケーションの方法について配慮するとともに、一人ひとりの障害の状態や教育的ニ

ーズ等に応じて学校と本人・保護者間で建設的な対話による合意形成を図った上で決

定し、その内容を個別の教育支援計画へ明記します。 

また、合理的配慮は、障害のある子どもたちの状況に応じて適切に提供されること

が望ましいことを、個別の就学相談等での面談や広報等によって、保護者や関係者に

対して周知します。 

 

4-(1)-5 校内支援体制の構築 

校長のリーダーシップの下、特別支援教育コーディネーター（特別支援教育を推進

する教員）を中心とした校内支援体制を構築します。 
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また、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、看護師、ＳＴ（言語

聴覚士）、ＯＴ（作業療法士）、ＰＴ（理学療法士）等の外部専門家及び学校支援講

師等の活用を図ることで、学校が組織として、障害のある子どもたちの多様なニーズ

に応じた支援を提供します。 

 

4-(1)-6 心身の発達が気になる子どもへの関わり 

 早期のうちに障害に気づき、適切な支援につなげるため、心身の発達が気になる子

どもに早い時期から関わり、早期発見の取り組みを強化するとともに、医療・保健・

福祉等との連携の下、乳幼児に対する健康診査や就学時の健康診断の結果等を踏まえ、

障害の有無に関わらず、本人や保護者に対する早期からの教育相談・支援体制の充実

を図ります。 

 

4-(1)-7 個別の教育支援計画に基づく支援 

障害のある子どもに対して適切な療育や指導、必要な支援を行うため個別の教育支

援計画を作成するとともに、個別の教育支援計画等に基づく幼児期や学齢期を通じた

一貫した支援を行います。 

また、教育支援計画の内容が次の就学先や就労先等に正しくかつ確実に繋がるよう、

その必要性や有効性について教職員に対する研修の中で周知し、積極的な活用を図り

ます。 

 

4-(1)-8 子どもたちに対する支援の検討会議の開催 

 本人や保護者等から相談を受け、関係機関との連携が必要なケースについては校内

支援委員会を中心とした、子どもたちに対する支援の検討会議を開催し、個別の教育

支援計画等に基づく関係機関との連携や支援の充実を図ります。 
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（２）「教育環境の整備」 

障害のある子どもが安全かつ円滑な学校生活を送ることができるよう、施設や設備

の整備のほか、時代の流れ等に応じた教育環境の整備に取り組みます。 

 

4-(2)-1 教育環境の維持改善 

 市立の学校施設については、今後も多様化する教育環境のニーズにこたえるため、

校舎等の施設・設備の整備充実に努め、バリアフリー化を推進するとともに、特別支

援学校の教室不足解消に向けた取り組み等を推進し、教育環境の維持改善を図ります。 

 

4-(2)-2 通常学校における特別支援教育の体制整備の促進 

特別支援教育に関する教職員の専門性の確保、指導力の向上を図るため、特別支援

学校の地域における特別支援教育のセンターとしての機能の充実を図るとともに、専

門機関との連携を強化し、通常の学校における特別支援教育の体制整備の促進に努め

ます。 

 

4-(2)-3 教員の専門性の向上 

全ての教員を対象とした特別支援教育に対する理解を深める研修を充実させると

ともに、特別支援教育担当者や特別支援教育コーディネーター（特別支援教育を推進

する教員）等を対象に実践的な研修を実施します。 

また、教育的ニーズに応じた特別支援教育支援員や外部人材の配置について検討を

行います。さらに、必要に応じて臨床心理士等の外部専門家を特別支援学校、特別支

援学級等に派遣し、教員の専門性の向上を図ります。 

 

4-(2)-4 講師の配置による指導・支援の充実 

 在籍児童数の多い市立小・中学校の自閉症・情緒障害の特別支援学級に学校支援講

師を配置し、教育的ニーズに応じた指導・支援の充実を図るとともに、特別支援学級

担任が特別支援教育コーディネーターとしての役割を発揮できるような環境を整え

ます。 

 

4-(2)-5 市立特別支援教育相談センターの専門的な支援 

市立特別支援教育相談センターでは、併設の市立総合療育センターと連携しながら、

特別な支援を必要とする子どもたちやその保護者、学校等へ専門的な支援を行います。 

また、各学校等において教員等に指導や助言を行う巡回相談等を実施し、多様化す

る教育的ニーズや教育相談に対応します。 

 

4-(2)-6 障害のない子どもとの交流及び共同学習 

 市立小学校で行われている障害のある子どもと障害のない子どもとの交流及び共

同学習を継続的に行うとともに、教職員がさらに人権についての意識を高め、子ども

たちに対して適切な指導ができるよう研修会などを実施し、人権教育の充実を図りま

す。 
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4-(2)-7 指導方法に関する調査・研究の推進 

 障害のある子どもに対する指導方法等に関する小・中・特別支援学校等の研究の推

進を図るための指導・助言に努めるとともに、研究成果の普及を図ります。 

 

4-(2)-8 情報通信技術の活用 

障害のある児童生徒の教育機会の確保や自立と社会参加の推進に当たってのコミ

ュニケーションの重要性に鑑み、コミュニケーション情報通信技術（ＩＣＴ）の活用

も含め、障害のある児童生徒の一人ひとりの教育的ニーズに応じた教科書、教材、支

援機器等の活用を促進します。 

また、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した分かりやすい授業モデルや、教員がＩＣ

Ｔを活用した教育を行うスキルを身に付けるための研修モデルの確立を図る研究を

行います。 

 

4-(2)-9 視聴覚教材を含む電子出版の活用と普及 

 教育センターや視聴覚センターと連携して、視聴覚教材を含む電子出版に関する情

報を学校・園へ提供するとともに、その活用について周知を図ります。 

 

4-(2)-10 高等学校への就学の促進 

 障害のある生徒の高等学校への就学を促進するため、入学試験において通常の方法

により受験することが困難と認められる生徒については、個別の教育支援計画等に基

づき、適切な配慮の充実を図ります。 
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（３）高等教育における支援の推進 

高等教育における障害のある学生に対する支援を推進するため、市が設置する大学

において適切な支援を行うことができる環境の整備に努めます。 

 

4-(3)-1 障害のある学生の就学環境の整備 

 市立大学が提供する様々な機会において、障害のある学生が障害のない学生と平等

に参加できるよう、授業等における情報保障やコミュニケーション上の配慮、教科

書・教材に関する配慮等を推進するとともに、施設のバリアフリー化を推進します。 

 

4-(3)-2 障害のある学生への修学支援の整備推進 

 障害のある学生一人ひとりの個別のニーズを踏まえた建設的対話に基づく支援を

促進するため、市立大学における相談窓口の統一や支援人材の養成・配置などの支援

体制の整備を推進するとともに、障害のある学生への修学支援に関する先進的な取り

組みを支援し、大学間連携等の支援担当者間ネットワークの構築を推進します。 

 

4-(3)-3 学内の修学支援担当と他部署、関連機関、企業等との連携 

 市立大学において、障害のある学生の就職を支援するため、学内の修学支援担当と

就職支援担当、障害のある学生への支援を行う部署等の連携を図り、学外における、

就職・定着支援を行う機関、就職先となる企業・団体等との連携やネットワークづく

りを推進します。 

 

4-(3)-4 教職員に対する研修等の充実 

 市立大学において、障害のある学生の支援について理解促進・普及啓発を行うため、

その基礎となる調査研究や様々な機会を通じた情報提供、教職員に対する研修等の充

実を図ります。 

 

4-(3)-5 入試や単位認定等の試験における適切な配慮の推進 

 障害のある学生の能力・適性、学習の成果等を適切に評価するため、市立大学の入

学試験や単位認定等の試験における適切な配慮を推進します。 

 

4-(3)-6 障害のある学生の受入れ実績等に関する情報公開の推進 

 市立大学の入試における配慮の内容、施設のバリアフリー化の状況、学生に対する

支援内容・支援体制、障害のある学生の受入れ実績等に関する情報公開を推進します。 
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（４）就学前から学齢期・卒業後までの切れ目のない支援 

個別の教育的ニーズ等に応じて、自立と社会参加を見据えて、連続性のある多様な

学習活動の充実を図ります。 

 

4-(4)-1 幼児期や学齢期等を通じた一貫した支援体制の構築 

 障害のある子どもに対して適切な療育や指導を実施するため、幼児期や学齢期等を

通じた一貫した支援体制の構築に努めるとともに、医療・保健・福祉・雇用等との連

携の下、相互の連絡体制の確保や情報共有機能の強化を図ります。 

 

4-(4)-2 関係機関間での情報の共有と活用 

特別な支援を必要とする子どもが、就学前から卒業後まで切れ目ない指導・支援を

受けられるよう、保護者の参画のもと個別の教育支援計画を作成し、保護者の同意を

得て必要に応じて関係機関間でその情報を共有・活用します。 

また、個別の教育支援計画の効果的な活用のための体制整備と周知に努めます。 

 

4-(4)-3 ステージ移行時の情報の共有化 

 障害のある子どもや医療的ケアの必要な子どもが、あるステージから次のステージ

へ移行する際、受け入れる機関が必要とする情報を円滑に得られるシステムを構築す

るため、個人情報の保護に十分に配慮しながら、情報の共有化を目的とした様式の統

一化や、サポートファイルの活用等を推進します。 

 

4-(4)-4 先進的な事例の収集と情報提供 

 障害のある子どもへの支援に関する先進的な事例の収集を行うとともに、関係者に

対して情報提供を行います。 

 

4-(4)-5 発達障害のある人やその家族に対する支援の推進 

市内に２箇所ある発達障害者支援センター「つばさ」の訪問支援（アウトリーチ）

機能の強化を図るなど、発達障害のある人やその家族に対する支援を推進します。 

また、発達障害のある人に対する専門的な助言などを通じて、学校卒業後の就労場

所や居場所の拡大などを進め、本人の生きづらさや家族が抱える負担の軽減を図りま

す。 
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分野５．就労の支援、雇用の促進及び経済的支援の推進 

 

１．現状と課題 

〔 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績 〕 

（１）雇用促進による就労支援等 

民間企業において、障害のある人の就労に対する理解が一層深まるよう取り組

むとともに、北九州障害者しごとサポートセンターにおける体制の充実を図りな

がら、企業・福祉・教育・労働機関等の連携による就労支援を進めました。 

 

一般企業への就労が困難な人のために、就労継続支援事業所等の福祉的就労の

充実等を引き続き推進しました。 

障害のある人を支援する施設や事業所等における障害のある人の賃金・工賃ア

ップを図るため、市における物品及び役務の優先発注や、障害者自立支援ショッ

プにおける取り組み、魅力ある製品の開発や販路開拓・拡大を支援するためのシ

ステムの充実を図りました。 

〔 次期計画に向けた課題 〕 

○ 就労を希望する障害のある人一人ひとりの状況に応じたきめ細かな就労支援

を行うために、関係機関との連携体制の充実をより一層推進する必要があり

ます。 

○ 北九州障害者しごとサポートセンターを拠点に、関係機関等と連携した就労

支援ネットワークを活用し、一般企業における障害のある人の就労を促進す

る必要があります。 

○ 多様な障害を抱えた就労希望者に対して、障害の特性に応じた多様な働き方

を選択できる支援の充実を図り、就労の支援と職場定着を目指す必要があり

ます。 

○ 障害のある人を支援する施設や事業所における障害のある人の工賃アップを

図るとともに、各種手当の周知に努め、障害のある人の収入の増加などの経

済的支援に努める必要があります。 

  



65 

２．基本的な考え方 

障害のある人が地域で質の高い自立した生活を営むためには就労

が重要であるとの考え方の下、働く意欲のある障害のある人がその適

性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、一般就労を希望

する人に対しては多様な就業の機会を確保するとともに、一般就労が

困難な人に対しては福祉的就労の底上げにより工賃の水準の向上を

図るなど、総合的な支援を推進する。 

また、雇用・就業の促進に関する施策との適切な組み合わせの下、

年金や諸手当の支給、経済的負担の軽減等により障害のある人の経済

的支援を推進する。 

 

 

 

３．施策の方向性 

（１）総合的な就労支援 

（２）障害者雇用の促進 

（３）障害特性に応じた就労支援 

（４）福祉的就労の底上げ 

（５）経済的支援の推進 
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４．基本的な施策 

（１）総合的な就労支援 

就労を希望する障害のある人一人ひとりの状況に応じたきめ細かな就労支援を行

うために、関係機関との連携体制の充実を推進します。 

 

5-(1)-1 関連機関の連携による就労の推進 

北九州障害者しごとサポートセンターを中心に、ハローワークや福岡障害者職業セ

ンターなど国が設置する機関、障害福祉サービス事業所及び特別支援学校などの教育

機関が緊密に連携しながら、障害のある人それぞれの適性や職業能力に応じた就労支

援に取り組みます。 

また、福祉・教育等から雇用への移行を一層推進するとともに、就職を目指す障害

のある人及び雇用する企業の双方が、安心して就職・雇用できる環境を整えます。 

 

5-(1)-2 職業訓練の推進と事業主や市民への啓発 

地域における雇用、福祉、教育等の関係機関が連携の強化を図りながら、障害のあ

る人向けの職業訓練を推進するとともに、障害のある人の職業能力の開発・向上の重

要性に対する企業や市民の理解を高めるための啓発に努めます。 

 

5-(1)-3 特別支援学校における就労支援 

障害のある生徒が学校卒業後、障害の特性に応じた地域生活や就労など自立した生

活へ円滑に移行できるよう、特別支援学校中学部・高等部の生徒一人ひとりが得意な

ことを生かせる職場実習先や就労先の開拓に努めます。 

また、就労までの間に基本的生活習慣を十分に身に付けられるよう、一人ひとりの

教育的ニーズに応じた指導・支援の充実を図るとともに、進路の決定過程の早い段階

において、福祉・就労など関係機関が連携し協力できる体制を構築します。 
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（２）障害者雇用の促進 

一般就労を希望する障害のある人が一人でも多く就労できるよう、企業の障害者雇

用に対する理解を一層深めていく取り組みを進めます。 

 

5-(2)-1 一般企業への就労の促進 

一般就労を希望する障害のある人に対し、企業等での就労に繋ぐ就労移行支援事業

所等において、障害のある人の態様に応じた多様な職業訓練を実施するとともに、企

業での実習や求職活動の支援等の推進を図り、一般企業への就労を促進します。 

 

5-(2)-2 障害のある人の雇用に対する理解促進 

 企業による障害のある人の雇用を促進するため、障害者雇用促進面談会及び雇用促

進セミナーの開催や啓発冊子の配布などにより、法定雇用率を達成していない民間企

業はもちろんのこと、広く障害のある人の雇用に対する理解促進に取り組みます。 

 

5-(2)-3 障害のある人を雇用する企業の開拓と雇用の拡大 

障害のある人を雇用する企業の先進的な取り組み等の情報を収集するとともに、 

障害のある人の雇用に関するノウハウの提供等に努めます。 

また、新たに障害のある人を雇用する企業を開拓するなど、障害のある人の雇用の

更なる拡大に取り組みます。 

 

5-(2)-4 障害のある人もない人もともに働く職場環境の実現 

 国の各種助成金制度の活用等を周知するとともに、雇用分野における障害を理由と

する差別の禁止及び障害のある人が職場で働くに当たっての支障を改善するための

措置（合理的配慮の提供義務）について企業に対する啓発を行い、障害のある人もな

い人もともに働く職場環境の実現を目指します。 

 

5-(2)-5 特例子会社制度の周知 

 重度障害のある人の雇用を促進するため、特例子会社制度の周知等に努め、職域拡

大及び職場環境の整備を進めます。 

 

5-(2)-6 市の職場での就業機会の創出 

 市の職場での就業機会を創出し、障害のある人を雇用することにより、障害のある

人の就労及び職業的自立を促進するとともに、障害のある人の就労に関して、市民へ

の啓発及び理解の促進を図ります。 
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（３）障害特性に応じた就労支援 

精神障害のある人や発達障害のある人等、多様な障害を抱えた就労希望者が増加す

る状況に対応した支援体制を促進します。 

 

5-(3)-1 障害の特性に応じた就労支援の充実 

北九州障害者しごとサポートセンターと連携しながら、精神障害、発達障害等の特

性に応じた多様な働き方を選択できる支援の充実・強化を図ります。 

また、採用後に障害を有することとなった人についても、円滑な職場復帰や雇用の

安定のための策を講じます。 

 

5-(3)-2 就労支援の充実と就労後の定着支援 

障害のある人、特に精神障害・発達障害のある人や難病の人が、一般就労に伴う生

活面の様々な課題に対応できるよう、就労支援機関が医療機関と連携を図りつつ、就

業面及び生活面からの一体的な相談支援を実施します。 

また、事業所や家族との連絡調整等を進め、就労支援の充実と就労後の定着支援等

により雇用拡大と就労定着を促進します。 
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（４）福祉的就労の底上げ 

障害者就労施設等で提供する製品やサービスの販路開拓や販売促進などにより、障

害のある人の収入向上に努めます。 

 

5-(4)-1 福祉的就労の場の確保 

一般企業への就労が困難な障害のある人を雇用し、生活指導、健康管理等に配慮し

た環境の下で、社会的自立を促進することを目的とする就労継続支援Ａ型事業所の設

置を促進するとともに、就労継続支援Ｂ型事業所等の福祉的就労の場の確保に努めま

す。 

また、企業に対して、障害のある人の就労に関する理解を広め、就労継続支援事業

所等の利用を促進します。 

 

5-(4)-2 小規模共同作業所の事業移行の促進 

小規模共同作業所については、障害者総合支援法における事業（障害福祉サービス

事業など）への移行を促進します。 

 

5-(4)-3 工賃アップの取り組み 

障害者就労施設等の経営力強化に向けた支援や共同受注化の推進等、施設を利用す

る障害のある人の工賃アップに向け、市役所内に設置する北九州共同受注センターを

拠点として、官民一体となった取り組みを推進するなど福祉的就労の底上げを図りま

す。 

 

5-(4)-4 市役所における障害者優先調達の推進 

 障害者優先調達推進法に基づく北九州市の物品等調達方針に基づき、障害者就労施

設等の物品・サービスの情報提供の充実や購入しやすい仕組みづくり等、市役所全体

で調達の推進に取り組みます。 

 

5-(4)-5 障害者自立支援ショップ等の支援 

 一般企業への就労が困難な障害のある人が働く障害者就労施設で製作された商品

の販売を促進するとともに、障害者就労施設等で製作された商品の販売を通して、障

害のある人の工賃アップや社会参加の促進等に取り組む障害者自立支援ショップを

支援します。 
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（５）経済的支援の推進 

障害のある人に関する各種手当制度のほか、各種割引・減免等の制度の周知及び利

用促進に努めます。 

 

5-(5)-1 年金や諸手当の適切な支給 

障害のある人が地域で質の高い自立した生活を営むことができるよう、雇用・就業

（自営業を含む。）の促進に関する施策との適切な組み合わせの下、年金や諸手当を

適切に支給します。 

また、年金や諸手当の受給資格を有する障害のある人が、制度への理解が十分でな

いことにより、障害年金を受け取ることができないことのないよう、制度の周知に取

り組みます。 

 

5-(5)-2 利用料や運賃等に対する割引・減免等 

 障害のある人が、市等が運営している施設や公共交通機関を利用する際に、その必

要性や利用実態を踏まえながら、利用料や運賃等に対する割引・減免等の措置を講じ

ます。 

 

5-(5)-3 精神障害のある人への公共交通機関運賃割引の働きかけ 

 精神障害のある人への公共交通機関運賃割引の実現に向けて、引き続き国や交通事

業者等への働きかけを続けます。 
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分野６．文化芸術活動・スポーツ等の振興 

 

１．現状と課題 

〔 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績 〕 

（１）スポーツやレクリエーション、芸術・文化・余暇活動等の推進 

障害者スポーツ大会や各種スポーツ教室などの開催、障害者スポーツサークル

による大会の開催や選手派遣への助成など、障害者スポーツの振興に向けた取り

組みを行いました。 

障害者福祉会館において、障害のある人のニーズに応じた講座を開催するとと

もに、美術や音楽関係のサークルに対し練習など活動の場を提供したほか、障害

のある人が製作した美術作品の展示やステージイベントを行う障害者芸術祭を

開催するなど、障害のある人の芸術・文化活動の推進を図りました。 

障害のある人が自分らしく豊かな日常生活を送ることができるよう、自分の趣

味やライフスタイルに応じて、スポーツ、レクリエーション、芸術・文化・余暇

活動、生涯学習などを支える環境を整備していくため、関係者間で検討を行いま

した。 

 

〔 次期計画に向けた課題 〕 

○ 障害者福祉会館などで開催している各種講座の充実を図るとともに、障害の

ある子どもに広く文化芸術に触れ親しむ機会を提供するなど、障害のある人

が、文化芸術活動に親しむことができる環境整備を進めることが必要です。 

○ スポーツ大会や各種イベントの開催など、障害のある人が地域においてスポ

ーツに親しむことができる環境整備を進める必要があります。 

○ 障害のある人が生涯を通じて文化、スポーツなどの様々な機会に親しむこと

ができるよう、関係機関等が連携しながら支援していく必要があります。 
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２．基本的な考え方 

全ての障害のある人の芸術及び文化活動への参加を通じて、障害の

ある人の生活を豊かにするとともに、市民の障害への理解と認識を深

め、障害のある人の自立と社会参加の促進に寄与します。 

また、レクリエーション活動等を通じて、障害のある人等の体力の

増強や交流、余暇の充実等を図るとともに、障害者スポーツの一層の

普及に努めます。 

 

 

 

３．施策の方向性 

（１）文化芸術活動、余暇・レクリエーション活動の充実に向けた社会

環境の整備 

（２）スポーツに親しめる社会環境の整備 

（３）多様な生涯学習の充実 
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４．基本的な施策 

（１）文化芸術活動、余暇・レクリエーション活動の充実に向けた社会

環境の整備 

障害のある人が地域社会へ一歩踏み出し、社会の一員として自立するために、文化

活動、レクリエーションをさらに振興できる環境の整備を進めます。 

 

6-(1)-1 文化芸術活動を行う環境づくり 

障害のある人が、文化芸術活動に親しむことができる環境整備を進めるとともに、

障害のある人のニーズに応じた文化芸術活動に関する人材の養成、相談体制の整備、

関係者のネットワークづくり等の取り組みを行い、障害の有無にかかわらず、文化芸

術活動を行うことのできる環境づくりに取り組みます。 

特に、障害のある人の文化芸術活動に対する支援や、障害のある人の優れた芸術作

品の展示等の推進を図ります。 

 

6-(1)-2 北九州市障害者芸術祭の開催 

全ての障害のある人の文化及び芸術活動への参加を通じて障害のある人の生活を

豊かにするとともに、市民の障害への理解と認識を深め、障害のある人の自立と社会

参加の促進に寄与するため、北九州市障害者芸術祭を開催し、障害のある人の文化芸

術活動の普及を図ります。 

 

6-(1)-3 文化芸術活動等に関する取り組みの支援 

障害者福祉会館などで開催している各種講座の充実を図るとともに、関係団体など

と連携しながら、文化・芸術活動の場や成果発表の機会の確保に努めます。 

また、民間団体等が行う文化芸術活動等に関する取り組みを支援します。 

 

6-(1)-4 障害のある子どもが文化芸術に触れ親しむ取り組み 

障害のある子どもに、広く文化芸術に触れ親しむことができるよう、一流の文化芸

術活動団体等による実演芸術の鑑賞・体験等の機会を提供することで、障害のある子

どもの生きがいや生活の質の向上を図ります。 

また、このような取り組みに対する教職員や保護者の理解を一層推進するために、

学校や家庭等への情報発信の充実に努めます。 

 

6-(1)-5 社会参加活動を行うための環境の整備 

 レクリエーション活動等を通じて、障害のある人等の体力増強、交流、余暇等に資

するため、各種レクリエーション教室や大会・運動会などを開催し、障害のある人等

が社会参加活動を行うための環境の整備や必要な支援を行います。 
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（２）スポーツに親しめる社会環境の整備 

障害のある人の健康を増進し、体力の向上と社会参加意欲を高めるために、スポー

ツに親しめる社会環境の整備を推進します。 

 

6-(2)-1 障害者スポーツへの様々なニーズに対応できる取り組み 

障害者スポーツは、リハビリテーションの手段としてはもとより、健康を増進し、

社会参加意欲を高め、ひいては、障害や障害のある人に対する市民の理解を深めるも

のであり、今後も障害者スポーツへの様々なニーズに対応できるよう取り組みを推進

します。 

 

6-(2)-2 スポーツに親しめる環境づくり 

障害のある人のスポーツの拠点である北九州市障害者スポーツセンター・アレアス

の適切な運営を図るとともに、障害のある人が地域においてスポーツに親しむことが

できる環境整備を進めます。 

また、障害のある人のニーズに応じたスポーツに関する人材の養成及び活用の推進

等の取り組みを行い、障害の有無にかかわらず、スポーツを楽しめる環境づくりに取

り組みます。 

 

6-(2)-3 障害者スポーツ大会等の開催 

 障害者スポーツ大会の開催を通じて、障害者スポーツの普及を図るとともに、民間

団体等が行うスポーツ等に関する取り組みを支援します。 

 

6-(2)-4 「ふうせんバレーボール」の普及 

 障害の有無や程度、年齢、性別にかかわらず、誰もが一緒に競技することのできる

北九州市発祥の「ふうせんバレーボール」のさらなる普及・振興を図ります。 

 

6-(2)-5 北九州チャンピオンズカップ国際車椅子バスケットボール大会の開催 

 北九州チャンピオンズカップ国際車椅子バスケットボール大会を引き続き開催す

るとともに、障害者団体等が行っている障害者スポーツを通じた国際協力の取り組み

について広く市民に周知し、障害の理解や国際交流を促進します。 

 

6-(2)-6 2020年パラリンピック東京大会のレガシーイベント 

2020年パラリンピック東京大会のキャンプ地誘致やパラリンピック関連プログ

ラムを契機とした国際交流を推進し、大会終了後も、レガシーとしてスポーツ・文化

等の交流が継続・発展するような事業を展開します。 

また、パラリンピアンなどのトップアスリートの協力を得てスポーツイベントや講

習会を開催し、障害のある人への理解及び障害者スポーツの振興を図ります。 

  



75 

（３）多様な生涯学習の充実 

地域との繋がりづくりや社会への参加を促進するため、障害のある人の自己実現を

目指す多様な生涯学習活動の充実を図り、障害のある人の各ライフステージにおける

学びを支援します。 

 

6-(3)-1 多様な学習活動を行う機会の提供と充実 

 障害のある人の生きがいづくりや社会参加に向け、障害のある人が生涯にわたり教

育やスポーツ、文化などの様々な機会に親しむことができるよう、多様な学習活動を

行う機会を提供・充実します。 

 

6-(3)-2 障害のある子どもの文化・芸術、スポーツに接する機会の確保 

地域と学校の連携・協働の下、地域全体で子どもたちの成長を支え、障害のある子

どもたちが、文化・芸術、スポーツに取り組む機会を確保することにより、子どもた

ちの生きがいや生活の資質の向上につなげていくことができるようにします。 

また、それらの活動を市民に発表する機会を積極的に作り、障害のある子どもに対

する理解の促進と他者との交流の機会の確保につなげていきます。 

 

6-(3)-3 公立図書館における読書環境の整備 

 市立図書館では、バリアフリーに対応した施設整備、郵送貸出制度、大活字本の閲

覧貸出、特別支援学校での読み聞かせ等を実施するとともに、障害のある子どもたち

についても、特別支援学校との連携を深めながら、図書館サービスの向上に努めます。 
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【基本目標Ⅲ 人権の尊重と共生共生社会の実現 】 

分野７．生活環境の整備（障害のある人に配慮したまちづくり） 

 

１．現状と課題 

〔 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績 〕 

（１）地域の住まいの整備 

障害のある人が、住み慣れた地域で安心して生活できるように、住宅の改修や

公営住宅等の入居を支援するとともに、グループホーム等の住まいの確保を進め

ました。 

（２）バリアフリーのまちづくり 

道路、公園、公共交通機関のバリアフリー化を進めるなど、関係機関と連携し、

安全で容易な移動の確保等、環境整備に取り組みました。 

〔 次期計画に向けた課題 〕 

○ 障害のある人が地域で自立生活できる場を確保するため、住まいや住環境の

整備を進めていくことが大切です。 

○ 障害のある人が安全で容易に活動できるように、建物や道路等のハード面の

整備を進めるとともに、障害のある人に配慮した総合的な環境整備に向けた

仕組みづくりが必要です。 
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２．基本的な考え方 

障害のある人が地域で安全に安心して暮らしていくことができる

生活環境の実現を図るため、社会的障壁の除去を通じて、障害のある

人に配慮したまちづくりを総合的に推進します。 

 

 

 

３．施策の方向性 

（１）住まい・住環境の整備 

（２）移動しやすい環境の整備等 

（３）アクセシビリティに配慮した施設等の普及促進 

（４）障害のある人に配慮したまちづくりの総合的な推進 
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４．基本的な施策 

（１）住まい・住環境の整備 

誰もが安心して生活できるような住まい・住環境を目指して、障害のある人のニー

ズに対応できるよう、住宅のバリアフリー化を推進します。 

 

7-(1)-1 市営住宅のバリアフリー化の推進及び優先入居 

市営住宅を新たに整備する際にはバリアフリー対応を原則とするとともに、既存の

市営住宅のバリアフリー化改修を推進します。 

また、障害のある人に対する優先入居の実施や単身入居を可能とするための取り組

みを進めます。 

 

7-(1)-2 一般住宅への入居支援 

障害のある人の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するために、賃貸人、障害のあ

る人双方に対する情報提供等の支援を行います。 

また、一般住宅への入居が困難な障害のある人に対して、入居支援や地域の支援体

制に係る調整等を行い、障害のある人の地域生活を支援します。 

 

7-(1)-3 すこやか住宅等多様な住宅供給の促進 

全ての人にとって安全で安心して快適に生活できる仕様を持つすこやか住宅の普

及を促進するとともに、介護・福祉サービス等と連携したサービス付き高齢者向け住

宅等、高齢者だけでなく障害のある人にも対応した多様な住宅供給を促進します。 

 

7-(1)-4 日常生活用具の給付等 

 障害のある人の日常生活上の便宜を図るため、日常生活用具の給付又は貸与、及び

用具の設置に必要な住宅改修に対する支援を行うとともに、重度障害のある人等がい

る世帯に対し、住宅を改修するための経費の一部を助成します。 

 

7-(1)-5 グループホーム等の整備促進 

 障害のある人の地域における居住の場の一つとして、日常生活上の介護や相談援助

等を受けながら共同生活するグループホームの整備を促進するとともに、重度障害の

ある人にも対応した体制の充実を図ります。 

 

7-(1)-6 障害福祉サービス事業所の防火安全体制の強化 

 障害のある人が安心して障害福祉サービス等を利用することができるよう、障害福

祉サービス事業者等に対し、建築基準法や消防法の基準に適合させるための施設の改

修等の協議や必要に応じた指導を行い、防火安全体制の強化を図ります。 

 

7-(1)-7 地域ぐるみの防災ネットワークの構築 

災害時の避難等において、地域住民の協力が非常に重要であるため、障害のある人
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や障害福祉サービス事業所等に対して、日頃から、住民に最も身近な組織として、生

活に密着した地域活動に取り組んでいる自治会等への加入等を促します。 

また、今後、地域における避難支援の仕組みづくりを促進するため、避難行動要支

援者等への情報提供や地域住民による避難支援等について、地域ぐるみの防災ネット

ワークの構築に向けた助言を行うなど、地域における取り組みを支援します。 

 

 

 

（２）「移動しやすい環境の整備等」 

安全に安心して生活し社会参加できるよう、公共交通機関や歩行空間等のバリアフ

リー化を推進し、すべての人が円滑に移動できる生活環境の整備を推進します。 

 

7-(2)-1 公共交通機関旅客施設等における配慮 

 駅等の旅客施設における段差解消、ホームドア等の転落防止設備の導入等について

交通事業者等と協議を行うとともに、公共交通機関の旅客施設及び車両内における障

害特性に配慮した案内表示や情報提供、人的な対応の充実について、様々な機会を通

じて交通事業者等に要望していきます。 

 

7-(2)-2 公共交通機関のバリアフリー化の促進 

 障害のある人や高齢者等が路線バスを利用する際の利便性及び安全性の向上のた

め、路線バスにノンステップバス等の導入を進めていくとともに、他の公共交通機関

についても、駅等の旅客施設における段差解消など関係機関への働きかけを行い、バ

リアフリー化を促進します。 

 

7-(2)-3 公共交通機関以外の移動手段の確保 

公共交通機関の利用が困難な障害のある人の移動手段を確保するため、タクシー乗

車運賃助成やリフトバス運行事業を引き続き行います。 

また、非営利活動法人（ＮＰＯ法人）や社会福祉法人等が提供している移送サービ

ス（福祉有償運送）の普及促進を図ります。 
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（３）「アクセシビリティに配慮した施設等の普及促進」 

すべての人の社会参加を促進するため、公共的施設等について、障害のある人や高

齢者の利用に配慮したバリアフリー化を推進します。 

 

7-(3)-1 建築物のバリアフリー化の促進 

 高齢者、障害者等の移動などの円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第９１

号。以下「バリアフリー法」という。）に基づき、窓口業務を行う市の施設をはじめ、

不特定多数の者や、主として高齢者、障害のある人が利用する一定の建築物の新築時

等における「建築物移動等円滑化基準」の適合により、バリアフリー化を促進します。 

 

7-(3)-2 都市公園のバリアフリー化 

都市公園の整備に当たっては、安全で安心した利用のためバリアフリー法に基づく

基準や支援制度により、出入口や園路の段差解消、高齢者や障害のある人等が利用可

能なトイレの設置等を進めます。 

 

 

 

（４）「障害のある人に配慮したまちづくりの総合的な推進」 

いきいきとした地域社会を築くため、福祉のまちづくりを計画的に推進し、進捗状

況を把握することで、総合的にバリアフリー化を促進する仕組みを作ります。 

 

7-(4)-1 バリアフリーのまちづくりの推進 

バリアフリー法及び関連施策のあり方について、高齢者、障害のある人等の社会参

画の拡大の推進、バリアフリーのまちづくりの推進に向けた関係機関連携の強化及び

ハード・ソフト一体となった取り組みの促進に努めます。 

 

7-(4)-2 市街地の計画的な立地、整備の推進 

 福祉・医療施設の市街地における適正かつ計画的な立地の推進、公園等との一体的

整備の促進、生活拠点の集約化等により、バリアフリーに配慮し、障害のある人が安

心・快適に暮らせるまちづくりを推進します。 

 

7-(4)-3 道路のバリアフリー化 

 障害のある人もない人も安全で快適に道路を利用できるよう、歩道の新設や拡幅、

段差の解消、視覚障害者用誘導ブロックの設置を行うなど、道路のバリアフリー化に

取り組みます。 

 

7-(4)-4 生活道路における歩行者等の安全な通行の確保 

 生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、区域（ゾーン）を設定し

て、警察と協力しながら、最高速度30km/hの区域規制、路側帯の設置・拡幅、物理
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的デバイス設置等の各種対策を効果的に組み合わせ、速度抑制や通過交通の抑制等を

図ります。 

 

7-(4)-5 公共的施設のバリアフリー化の推進 

 高齢者や障害のある人をはじめ、全ての市民が安全かつ快適に公共的施設を利用で

きるように、バリアフリー法及び福岡県福祉のまちづくり条例に基づき、建築主等へ

指導・助言等の必要な措置を講じます。 

また、事業者や市民に対して福岡県福祉のまちづくり条例に関する必要な情報の提

供や技術的な助言を行い、福祉のまちづくりを促進します。 

 

7-(4)-6 障害当事者との意見交換 

 公共性の高い建築物や道路、公園、公共交通機関などのバリアフリー化については、

障害のある人の立場を踏まえ相互の理解を得られるよう、必要に応じて、障害者団体

が取り組む「北九州市福祉のまちづくりネットワーク」等と意見交換等を行いながら

進めます。 

 

7-(4)-7 ふくおか・まごころ駐車場制度等福祉のまちづくりの促進 

本市のモラル・マナーアップ条例における迷惑行為の一つである障害者等用駐車区

画の不適正利用の防止を徹底するため、ふくおか・まごころ駐車場制度（パーキング

パーミット制度）の市民への着実な普及・浸透を図ります。 
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分野８．情報アクセシビリティの向上（意思疎通支援の充実） 

 

１．現状と課題 

〔 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績 〕 

（１）情報提供とコミュニケーション支援の充実 

社会の高度情報化が進展する中で、障害のある人もその利便性を十分享受でき

るよう各種情報提供手段の充実に努め、障害の態様・程度に応じて、豊かな情報

を迅速に提供できる体制を整備してきました。 

障害があっても提供される情報を的確に収集できるよう、支援の充実を図ると

ともに、一般市民に障害や障害特性の理解を広め、障害の有無にかかわらず情報

を共有しあえる環境の整備に努めました。 

〔 次期計画に向けた課題 〕 

○ すべての人が等しく情報を得ることができるよう、障害のある人に配慮した

情報提供の充実を図ることが大切です。 

○ 障害特性の多様化に対応した意思疎通支援の充実を図る必要があります。 
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２．基本的な考え方 

障害のある人が必要な情報に円滑にアクセスすることができるよ

う、情報アクセシビリティの向上を推進します。 

また、障害のある人が円滑に意思表示やコミュニケーションを行う

ことができるよう、意思疎通支援を担う人材の育成・確保やサービス

の円滑な利用の促進、支援機器の提供等の取り組みを通じて意思疎通

支援の充実を図ります。 

（※「情報アクセシビリティ」とは、「情報の利用しやすさ」のこと。） 
 

 

 

３．施策の方向性 

（１）障害のある人に配慮した情報提供の充実等 

（２）意思疎通支援の充実 

（３）行政情報のアクセシビリティの向上 
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４．基本的な施策 

（１）障害のある人に配慮した情報提供の充実等 

障害のある人の円滑な情報取得・利用、意思表示やコミュニケーションを実現する

ため、情報通信における情報アクセシビリティの向上を図ります。 

また、すべての人が等しく情報を得ることができるよう、障害のある人に配慮した

情報提供の充実を図ります。 

 

8-(1)-1 情報通信機器等の調達に係る配慮 

市における情報通信機器等（ウェブコンテンツ（掲載情報）に関するサービスやシ

ステムを含む。）の調達は、情報アクセシビリティの観点に配慮し、国際規格、日本

工業規格への準拠・配慮に関する関係法令に基づいて実施します。 

 

8-(1)-2 パソコンサポーターの活用支援 

障害のある人が障害特性に応じたパソコン操作を習得できるよう、パソコンサポー

ターを活用した支援を行います。 

また、障害の特性に応じた支援を推進するため、パソコンサポーターの養成と資質

の向上に努めます。 

 

8-(1)-3 北九州市障害福祉情報センターの充実 

障害や障害のある人、障害福祉についての情報を収集し、障害のある人やその家族、

支援者等が必要な時に障害福祉関係の情報を容易に入手できる総合窓口として、北九

州市障害福祉情報センター（ウェブサイト等）の充実を図ります。 

 

8-(1)-4 視聴覚障害者情報提供施設の充実 

コミュニケーション支援が必要な障害のある人への情報提供等のため、視聴覚障害

者情報提供施設（点字図書館、聴覚障害者情報センター）の充実を図ります。 

 

8-(1)-5 聴覚障害のある人のための支援推進 

 市が主催する講演会や講座において、手話通訳者や要約筆記者の派遣、補聴器の聴

こえをよくするヒアリングループ（磁気器誘導ループ）の使用を推進することにより、

聴覚障害のある人や高齢のため聴こえづらくなった人の参加を促進します。 

 

8-(1)-6 視覚障害のある人への情報の提供に関する対応 

 「市政だより」や「北九州市議会だより」について、視覚障害のある人への対応と

して点字、音声、テキスト版を発行し、希望者への配布を行うことで市の重点施策に

関する情報や地域の話題等を提供します。 

 

8-(1)-7 聴覚障害のある人の市議会本会議等の傍聴等 

 聴覚障害のある人が市議会本会議等を傍聴しやすい環境をさらに整え、円滑に本会
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議等の情報を入手することができるよう、適時、改善策について検討・実践します。 

 

 

 

（２）意思疎通支援の充実 

意思疎通が困難な障害のある人の特性に応じ、意思疎通支援者の養成・派遣等の人

的支援体制の充実を図るなど、障害特性の多様化に対応した意思疎通支援の充実を図

ります。 

 

8-(2)-1 意思疎通支援者の派遣の育成・推進 

 障害に応じたコミュニケーション手段の確保に向け、点訳・音訳、手話、要約筆記、

盲ろう者通訳・ガイドヘルパー等に従事できる意思疎通支援者の養成に努めるととも

に、手話通訳者等の意思疎通支援者の派遣を推進し、コミュニケーション支援を図り

ます。 

 

8-(2)-2 情報やコミュニケーションに関する支援機器等の普及促進 

情報やコミュニケーションに関する支援機器を必要とする障害のある人に対して

日常生活用具の給付又は貸与を行うとともに、支援機器の利用促進を図ります。 

 

8-(2)-3 意思疎通が困難な重度の障害がある人に対する支援の充実 

意思疎通が困難な重度の障害のある人に対して、家族や介護者等とのコミュニケー

ション手段を確保するため、専門職による相談支援等を行います。 

また、意思疎通が困難な重度の障害のある人についての理解促進や支援技術向上を

図るため、医療・障害福祉関係者に対する研修会等を実施します。 

 

8-(2)-4 重度障害者入院時コミュニケーション支援事業の利用促進 

 意思疎通が困難な重度の障害のある人が医療機関に入院した場合に、医療従事者と

の円滑な意思疎通を支援する重度障害者入院時コミュニケーション支援事業の利用

促進に努めます。 

  



86 

（３）行政情報のアクセシビリティの向上 

障害のある人が必要とする行政情報を、いつでも容易に取得することができるよう、

更なる行政情報のバリアフリー化を推進します。 

 

8-(3)-1 行政情報の提供の推進 

 障害のある人を含む全ての人が必要とする行政情報を容易に取得することができ

るよう、文字の拡大や読み上げ等、利用しやすさに配慮した北九州市や市議会のウェ

ブサイトづくりに取り組みます。 

 

8-(3)-2 障害のある人への災害・避難情報の提供推進 

災害・避難情報をテレビ・ラジオ、緊急速報メール、登録制防災メール（もらって

安心・まもるくん）、ウェブサイト、ツイッター等を活用し積極的に提供します。 

また、携帯電話を保有していないため、緊急速報メールや登録制防災メールにより

情報を入手することができない視覚障害や聴覚障害のある人に、自宅の固定電話やフ

ァックスで避難情報を提供します。 

 

8-(3)-3 障害特性に応じた選挙等に関する情報提供 

 選挙に当たっては、点字版「選挙のお知らせ」（選挙公報の点訳版）や音声版「選

挙のお知らせ」（選挙公報の音訳版）又はインターネットを通じた候補者情報の提供

等、情報通信技術（ＩＣＴ）の進展等も踏まえながら、障害特性に応じた選挙等に関

する情報提供に努めます。 

 

8-(3)-4 知的障害のある人等にも分かりやすい情報の提供 

 障害のある人に関する施策についての情報提供及び緊急時における情報提供等を

行う際には、知的障害や精神障害のある人等にも分かりやすい情報の提供に努めるな

ど、多様な障害の特性に応じた配慮を行うよう努めます。 
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分野９．安全・安心の実現（防災、防犯、消費者保護） 

 

１．現状と課題 

〔 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績 〕 

（１）防災対策の推進 

災害時における自助・共助による避難支援の仕組みづくりを促進する「避難行

動要支援者避難支援事業」などを実施し、地域における避難支援の取り組みを支

援しました。 

障害種別の特性を踏まえたきめ細かな情報提供ととともに、災害時の避難行動

の支援、見守り、支え合いの体制づくりを推進しました。 

〔 次期計画に向けた課題 〕 

○ 障害のある人などの要配慮者が安心して生活するために、防災対策が適正に

講じられ、また、地震、火災等災害情報の伝達や災害発生時における避難誘

導等が迅速かつ的確に行われることが大切です。 

○ 犯罪類型が多様化するとともに、障害のある人や高齢者等の社会的弱者が犯

罪の対象となることや、障害のある人を狙った消費者トラブルの相談が増加

するなか、被害の未然防止と早期発見による被害拡大防止を図ることが必要

です。 
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２．基本的な考え方 

障害のある人が、安全に安心して生活することができるよう、災害

に強い地域づくりを推進するとともに、災害発生時における障害特性

に配慮した適切な情報保障や避難支援、避難所等の確保や障害福祉・

医療サービスの継続等を行うことができるよう、防災の取り組みを推

進します。 

また、障害のある人を犯罪被害や消費者被害から守るため、防犯対

策や消費者トラブルの防止に向けた取り組みを推進します。 
 

 

 

３．施策の方向性 

（１）防災対策の推進 

（２）防犯対策の推進 

（３）消費者トラブルの防止及び被害からの保護 
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４．基本的な施策 

（１）防災対策の推進 

障害のある人や高齢者等の要配慮者が安心して生活するために、防災対策を適切に

講じ、地震、火災等災害情報の伝達や災害発生時における避難誘導等が迅速かつ的確

に行えるよう、要配慮者に対する細やかな支援を推進します。 

 

9-(1)-1 北九州市地域防災計画に基づいた各種の防災対策の推進 

地震・豪雨等による災害や火災が起きた場合の救出や救護、災害発生のおそれがあ

るときの事前の避難等の防災対策は、障害の有無に関わらず非常に重要である。この

ため、自助・共助・公助の役割の明確化のもと、北九州市地域防災計画に基づいた各

種の防災対策に取り組みます。 

また、避難場所や災害に関する情報等を掲載した防災ガイドブックの市内の各世帯

への配布等により市民の防災意識の向上に取り組みます。 

 

9-(1)-2 障害特性に配慮した情報伝達の推進 

災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合、障害のある人に対して適切に

情報を伝達できるよう、事業者等の協力を得つつ、障害特性に配慮した情報伝達の体

制の整備を推進します。 

 

9-(1)-3 地域ぐるみの防災ネットワークの構築 

災害発生時に自力又は同居する家族等の支援では避難することが困難な障害のあ

る人や高齢者等を事前に把握し、避難行動要支援者名簿を作成するとともに、平常時

からその情報を地域に提供することにより、自助・共助による災害時の避難支援の仕

組みづくりを促進します。 

また、地域住民による避難支援等の取り組みについて、地域ぐるみの防災ネットワ

ークの構築に向けた助言を行うなど、地域における防災の取り組みを支援します。 

 

9-(1)-4 障害特性に応じた災害時支援の推進 

障害のある人や高齢者等の要配慮者は、その状態等によって特別な支援が必要であ

るため、避難所等のバリアフリー化を推進するとともに、避難所において障害のある

人が、必要な物資を含め、障害特性に応じた支援を得ることができるよう、必要な体

制の整備に努めます。 

また、障害当事者を含む地域住民と、障害関係機関・団体相互の協力体制を確立し、

福祉関連物資の調達や施設への緊急入所などの支援を行います。 

 

9-(1)-5 福祉避難所の確保 

 一般的な避難所での生活が困難な要配慮者のために、特別な配慮がなされた避難所

として、「福祉避難所」の確保に継続して取り組みます。 
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9-(1)-6 災害発生後の各種サービスの提供と災害時対応の推進 

 災害発生後にも継続して障害福祉・医療サービスを提供することができるよう、障

害福祉サービス事業所や医療機関等における災害対策を推進するとともに、他の社会

福祉施設等とのネットワークの形成に取り組みます。 

 

9-(1)-7 要配慮者利用施設における避難確保 

 水害・土砂災害時に要配慮者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、浸水想定区

域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設における避難確保計画の作成及び訓練

の実施を促進します。 

 

9-(1)-8 災害時の聴覚・言語機能障害のある人の緊急通報対応 

火災や救急事案が発生した時の、障害のある人からの緊急通報体制を推進します。 

例えば、聴覚や言語機能等に障害のある人がいつでもどこからでも円滑な緊急通報

を行えるよう、緊急通報手段である「ファックス119番」及びパソコンや携帯電話の

メール機能を利用した「メール119番」により、障害のある人からの緊急通報への迅

速、的確な対応を図ります。 

 

 

 

（２）防犯対策の推進 

障害のある人や高齢者が安心して生活するため、防犯対策を適切に講じることで、

障害のある人や高齢者等の社会的弱者が犯罪に巻き込まれることのないような社会

づくりを推進します。 

 

9-(2)-1 聴覚・言語機能障害のある人の緊急通報対応 

 障害のある人が警察へ緊急通報する手段である「ファックス110番」及びパソコン

や携帯電話のメール機能を利用した「メール110番」について、防犯教室や各種刊行

物を活用した広報活動により普及啓発を図ります。 

 

9-(2)-2 犯罪被害の防止と防犯環境の整備促進 

 地域の障害者団体、障害福祉施設、警察等との連携の促進等により、犯罪被害の防

止に努めるとともに、防犯カメラの設置補助、防犯灯の設置・維持管理補助により、

防犯環境の整備促進を行い、安全・安心な環境の構築を推進します。 
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（３）消費者トラブルの防止及び被害からの保護 

障害のある人を狙った消費者トラブルについて、被害の未然防止と早期発見による

被害拡大防止を図ります。 

 

9-(3)-1 障害のある人の消費者トラブルの防止及び被害からの救済 

障害のある人の消費者トラブルに関する情報を収集し、積極的な発信を行うととも

に、その被害からの救済に関して必要な情報提供を行います。 

消費者トラブルに関する出前講座などでは、障害特性に応じて選択できる教材の提

供に努め、障害のある人の消費者トラブルの防止及び被害からの救済を図ります。 

 

9-(3)-2 消費者安全に関するネットワークの構築 

障害者団体、消費者団体、障害福祉関係団体、行政等、地域の多様な主体が連携し

て、消費者安全に関わる情報を共有し、障害のある人の消費者被害の防止に向けて、

きめ細やかで裾野の広いネットワークの構築を図ります。 

 

9-(3)-3 消費生活相談体制の整備 

市立消費生活センターにおいて、ファックスや電子メール等での消費者相談を受け

付けます。 

また、相談を受ける消費生活相談員に対して、障害のある人への理解のための研修

等を実施することにより、障害のある人の特性に配慮した消費生活相談体制の整備を

図ります。 
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分野１０．差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

 

１．現状と課題 

〔 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績 〕 

（１）権利擁護の推進 

障害者差別解消法に基づき、障害のある人からの相談を受ける「北九州市障害

者差別解消相談コーナー」を開設し、障害を理由とする差別の解消に取り組みま

した。 

障害があることによって社会生活を送るうえで不利益を受けないよう、障害の

ある人の権利擁護の推進に努めるとともに、障害者虐待防止に関する体制の整備

を進めました。 

〔 次期計画に向けた課題 〕 

○ 障害者差別解消法や「（仮称）障害を理由とする差別をなくし誰もが共に生き

る北九州市づくり条例」に基づき、障害のある人とともに、障害を理由とす

る差別の解消に向けた取り組みをより一層推進する必要があります。 

○ 障害のある人の権利利益が侵害されることのないよう、必要かつ合理的な配

慮についての理解を広めることが必要です。 
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２．基本的な考え方 

社会のあらゆる場面において障害を理由とする差別の解消を進め

るため、障害者団体等の取り組みとの連携を図りつつ、事業者や市民

の幅広い理解の下、環境の整備に係る取り組みを含め、障害者差別解

消法や「（仮称）障害を理由とする差別をなくし誰もが共に生きる北

九州市づくり条例」（以下、「市条例」という。）に基づき、障害者

差別の解消に向けた取り組みを推進します。 

また、障害者虐待防止法の適正な運用を通じて障害のある人への虐

待を防止するとともに、障害のある人の権利侵害の防止や被害からの

救済を図るため、相談・紛争解決体制の充実等に取り組むことにより、

障害のある人の権利擁護のための取り組みを着実に推進します。 

 

 

 

３．施策の方向性 

（１）障害を理由とする差別の解消の推進 

（２）権利擁護の推進、虐待の防止 

（３）行政等における配慮の充実 
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４．基本的な施策 

（１）障害を理由とする差別の解消の推進 

障害者差別解消法が施行されたことに伴い、障害を理由とする差別を解消する施策

及び合理的配慮の推進に努めます。 

 

10-(1)-1 障害を理由とする差別の解消に向けた取組 

障害者差別解消法並びに同法に基づく基本方針、対応要領及び対応指針並びに市条

例に基づき、障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止や、障害のある人に対する

必要かつ合理的な配慮（合理的配慮）の提供を徹底するなど、障害を理由とする差別

の解消に向けた取り組みを着実に進めるとともに、事業者が適切に対応できるよう必

要な対応を行います。 

 

10-(1)-2 障害を理由とする差別の解消に向けた施策の推進 

障害者差別解消法及び同法に基づく基本方針や「（仮称）障害を理由とする差別を

なくし誰もが共に生きる北九州市づくり条例」に基づき、社会的障壁の除去の実施に

ついての合理的配慮を的確に行うため、技術進歩の動向を踏まえつつ、ハード面での

バリアフリー化施策、情報の取得・利用・発信におけるアクセシビリティ向上のため

の施策、職員に対する研修等の環境整備の施策を着実に進めます。 

 

10-(1)-3 相談・紛争解決等を実施する体制の運用 

障害のある人に対する差別及びその他の権利侵害を防止し、その被害からの救済を

図るため、障害を理由とする差別に関する相談窓口の運営や、解決が困難な事案につ

いて助言・あっせんを行う第三者機関の設置等により、相談・紛争解決等を実施する

体制の円滑な運用と、その利用の促進を図ります。 

 

10-(1)-4 人権施策の推進 

 人権文化のまちづくりをキーワードに、人間の尊厳、自立、共生・協創の三つを基

本理念とする北九州市人権行政指針に基づき、障害のある人を含めた人権施策の推進

に取り組みます。 
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（２）権利擁護の推進、虐待の防止 

障害のある人の権利擁護のため、更なる施策に取り組みます。 

 

10-(2)-1 虐待の予防と早期発見 

障害のある人への虐待の予防及び早期発見等を行うため、市民、障害者団体、障害

福祉サービス事業者、企業等に対して、障害者虐待防止法の概要について、積極的に

啓発を行うとともに、地域における効果的な協力体制を検討します。 

 

10-(2)-2 障害のある子どもの保護者への支援 

児童虐待の背景のひとつにある、障害のある子どもの子育てに係る課題を踏まえて、

保護者に対する相談等の支援に取り組み、虐待の未然防止と早期対応に努めます。 

また、「障害者・高齢者相談コーナー」及び「子ども・家庭相談コーナー」で、障

害のある子どもや家庭に関する相談に応じ、各窓口や関係機関等と連携を取りながら、

それぞれの内容に応じた支援・対応を行うとともに、相談者の不安や負担感の軽減を

図ります。 

 

10-(2)-3 成年後見制度の利用促進 

障害のある人に対する意思決定支援を踏まえた自己決定を尊重する観点から、国の

意思決定支援ガイドラインの普及を図ります。 

また、日常生活上の判断に不安がある場合には、権利擁護・市民後見センター「ら

いと」が実施する市民の力を活かした法人後見により、日常的な金銭管理や障害福祉

サービスの利用援助を受けるなど、成年後見制度の利用を促進するとともに、成年後

見制度の普及・啓発を行います。 

 

10-(2)-4 成年後見制度利用支援事業の推進 

成年後見制度の利用に際し、法的に高度な専門性を必要とする場合等は、北九州成

年後見センター「みると」と連携・協働し、判断能力が不十分な方の権利と財産を守

るための支援を行います。 

また、成年後見制度の利用が困難な障害のある人等については、市長が代わって審

判の申し立てを行うとともに、生活保護受給者等については、申し立て費用及び後見

人等の報酬を助成する成年後見制度利用支援事業を推進します。 

 

10-(2)-5 相談・支援の担い手による取り組みの推進 

身体・知的障害者相談員をはじめ、身近な相談・支援の担い手による障害のある人

の権利擁護のための取り組みを推進するとともに、各相談員等の資質向上を図ります。 

 

10-(2)-6 障害福祉サービス利用者等からの苦情対応 

障害福祉サービス利用者等からの苦情を適切に解決するために、障害福祉サービス

事業者が設けた苦情解決システムや福岡県社会福祉協議会に設置された運営適正化

委員会、本市の保健福祉オンブズパーソンの活用を図りながら、障害福祉サービス利
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用者等の権利擁護に努めます。 

 

10-(2)-7 高齢者・障害者あんしん法律相談の推進 

障害のある人や高齢者の財産管理など法律に関わる問題を扱う高齢者・障害者あん

しん法律相談事業を引き続き実施し、法律上の諸問題について弁護士会の協力による

支援を推進します。 
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（３）行政等における配慮の充実 

障害のある人が適切な配慮を受けることができるよう、市の職員等における障害の

ある人に対する理解の促進に努めるとともに、障害のある人がその権利を円滑に行使

することができるように、行政サービス等における配慮を行います。 

 

10-(3)-1 市における合理的配慮の充実 

市における事務・事業の実施に当たっては、障害者差別解消法に基づく「障害を理

由とする差別の解消の推進に関する北九州市職員対応要領」により、障害のある人が

必要とする社会的障壁の除去の実施について合理的配慮を行います。 

 

10-(3)-2 市職員等の研修の実施 

職員研修において、障害及び障害のある人への理解促進を図る研修を実施するとと

もに、窓口等における障害のある人への配慮の徹底を図ります。 

 

10-(3)-3 市における行政情報の提供における配慮 

市における行政情報の提供等に当たっては、情報通信技術（ＩＣＴ）の進展等も踏

まえ、アクセシビリティに配慮した情報提供に努めます。 

 

10-(3)-4 障害特性に応じた選挙等に関する情報提供 

選挙に当たっては、点字版「選挙のお知らせ」（選挙公報の点訳版）や音声版「選

挙のお知らせ」（選挙公報の音訳版）又はインターネットを通じた候補者情報の提供

等、情報通信技術(ＩＣＴ)の進展等も踏まえながら、障害特性に応じた選挙等に関す

る情報提供に努めます。 

 

10-(3)-5 投票環境の向上と障害のある人の投票機会の確保 

移動に困難を抱える障害のある人に配慮した投票所のバリアフリー化、障害のある

人の利用に配慮した投票設備の設置等、投票所における投票環境の向上に努めます。 

また、指定病院等における不在者投票、郵便等による不在者投票の適切な実施の促

進により、選挙の公正を確保しつつ、投票所での投票が困難な障害のある人の投票機

会の確保を図ります。 

 

10-(3)-6 資格試験等における配慮の提供 

市が認定する資格の取得等において障害のある人に不利が生じないよう、検定試験

や講習の実施等における必要な配慮の提供を推進します。 

 

  



98 

分野１１．広報・啓発の推進（障害のある人に対する理解の促進） 

 

１．現状と課題 

〔 北九州市障害者支援計画（平成２４年度～２９年度）の主な実績 〕 

（１）市民啓発の推進 

広く市民に対し、障害のある人に関する人権教育や人権啓発などを推進するこ

とにより、障害のある人の人権尊重に対する地域福祉の理解と協力を得る取り組

みを実施しました。 

（２）障害のある人の当事者活動、ボランティア活動の促進 

障害のある人の社会参加や余暇活動を支援するボランティア等の人材育成を

図るとともに、ボランティア団体のネットワークづくりなど、身近な地域での活

動を支援する体制整備に努めました。 

〔 次期計画に向けた課題 〕 

○ 障害福祉施策は幅広い市民の理解を得ながら進めていくことが重要であり、

障害及び障害のある人の理解の促進を図るため、広報・啓発活動を推進する

必要があります。 

○ 様々な人々がともに支え合い、交流する地域社会づくりを進むことに繋がる

ボランティア活動に対する理解を深め、推進を支援することが重要です。 
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２．基本的な考え方 

障害のある人と障害のない人が、お互いに障害の有無にとらわれる

ことなく、支え合いながら社会で共に暮らしていくことが日常となる

ように、障害や障害のある人、その障害特性や必要な配慮等に関する

理解を促進し、「心のバリアフリー」を推進します。 

 

 

 

３．施策の方向性 

（１）広報・啓発活動の推進 

（２）障害及び障害のある人に対する理解の促進 

（３）ボランティア活動等の推進 
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４．基本的な施策 

（１）広報・啓発活動の推進 

障害福祉施策を幅広い市民の理解を得ながら進めていくため、障害者基本法及び本

計画の目的等に関する理解の促進を図るため、広報・啓発活動を推進します。 

 

11-(1)-1 幅広い広報・啓発活動の推進 

障害福祉施策は幅広い市民の理解を得ながら進めていくことが重要であり、行政は

もとより、企業、民間団体、マスメディア等の多様な主体との連携による幅広い広報・

啓発活動を計画的かつ効果的に推進し、障害福祉施策の意義について更なる理解の促

進を図りします。 

その際、効果的な情報提供や、市民の意見の反映に努めるとともに、障害当事者以

外に対する訴求も重要であることに留意します。 

 

11-(1)-2 障害者週間における啓発活動 

障害者基本法に定められた障害者週間を中心に、各種行事の開催や障害当事者等を

講師とする研修会、出前講演などの取り組みを推進するとともに、市政だよりやウェ

ブサイト、新聞やラジオ等の効果的な活用を図ります。 

 

11-(1)-3 「社会モデル」の普及と「心のバリアフリー」の推進 

障害とは個人の心身の機能のみに起因するものでなく、障害のある人が自立した日

常生活や社会生活を営む上で障壁となる「社会的障壁」と相対することによって生じ

るとする、「社会モデル」の考え方について市民の理解を深めます。 

また、様々な心身の特性や考え方を持つ全ての人々が、相互に理解を深めようとコ

ミュニケーションをとり、支え合う「心のバリアフリー」を社会全体で推進するとと

もに、心のバリアフリーへの理解を深めるための取り組みを進めます。 
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（２）障害及び障害のある人に対する理解の促進 

障害及び障害のある人に対する理解を促進するための取り組みを推進します。 

 

11-(2)-1 啓発活動の継続的に実施 

障害や障害のある人に対する市民の関心と理解を深めるため、障害のある人や障害

福祉関係団体の参画のもとで、啓発活動を継続的に実施します。 

 

11-(2)-2 障害特性や必要な配慮等に関する市民の理解の促進 

知的障害、精神障害、発達障害、難病、高次脳機能障害、若年性認知症、盲ろう、

重症心身障害その他の重複障害など、より一層の市民の理解が必要な障害や、外見か

らは分かりにくい障害について、その障害特性や必要な配慮等に関する市民の理解の

促進を図ります。 

 

11-(2)-3 障害のある人に配慮した設備・整備等の理解促進 

点字、手話、視覚障害者誘導用ブロックや身体障害者補助犬、障害者用駐車スペー

ス等、障害のある人に配慮した設備・制度等の取り組みに対する市民の理解を促進す

るとともに、その円滑な利活用に必要な配慮等について周知を図ります。 

 

11-(2)-4 学校における人権教育の充実 

各小学校で行われている障害のある子どもと障害のない子どもとの交流及び共同

学習を継続的に行うとともに、指導者が人権についての意識をさらに高め、子どもた

ちに対して適切な指導ができるよう、各種研修会を通して周知を図り、人権教育の充

実を図ります。 

 

11-(2)-5 地域住民等との日常的交流の推進 

地域社会における障害のある人への理解を促進するため、障害福祉施設や教育機関

等と地域住民等との日常的交流の一層の拡大を図るとともに、地域活動等において、

障害のある人と地域の人が触れ合う機会を増やすことにより、お互いの理解を深めま

す。 
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（３）ボランティア活動等の推進 

障害のある人とない人がともに日常生活又は社会生活を営むことができる地域社

会を目指し、ボランティア活動等を推進します。 

 

11-(3)-1 障害のある人を支援する取り組みの促進 

特定非営利活動法人、ボランティア団体等、障害のある人も含む、多様な主体によ

る障害のある人を支援する取り組みを促進するため、必要な活動環境の整備を図りま

す。 

 

11-(3)-2 ボランティアの育成の推進 

障害のある人や子どもの親の会等が大学、社会福祉協議会、ＮＰＯ法人等のボラン

ティアと連携して実施するスポーツ、文化活動などの余暇活動等を支援します。 

また、児童、生徒や地域住民等のボランティア活動に対する理解を深め、その活動

を支援するとともにボランティアの育成を推進します。 

 


